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夜勤職員の配置基準
Q&A

　見守り機器やインカム等の ICT を活用し、常時見守り支援が可能となることによって、夜
間・深夜の時間帯の定時巡視の移動時間の減少や、利用者の急変時等への迅速な対応等
が 可能となるため、業務が比較的多忙となる夕方や早朝の時間帯に職員を手厚く配置する
等のメリハリの利いたシフト体制を組むことができるものと考えている。
・なお、介護事業所が設置する「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会」に
おいて、夜勤職員の１日の勤務の中で、職員の負担が過度に増えている時間帯がないか確
認することとしている点に留意されたい。（令和３．３版　VOL９５２　問７７）

６０７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費
加算・減算 加算・減算適用要件

　見守り機器等を活用した夜間の人員配置基準や夜勤職員配置加算の 0.6 人の配置要件について、運用イメージ如何。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）を満たさない場合

＜平成１２年厚生省告示第２９号４イロ＞
　　イ　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又はユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　(1)　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　　　第１号ロ(1)の規定を準用する。
　　　〈第１号ロ（１）〉
　　　　　　　夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであること。
　　　　　　　ａ　指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が２５以下の特別養護老人ホームにあっては、１以上
　　　　　　　ｂ　２６以上６０以下は、２以上
　　　　　　　ｃ　６１以上８０以下は、３以上
　　　　　　　ｄ　８１以上１００以下は、４以上
　　　　　　　ｅ　１０１以上は、４に、１００を超えて２５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上
　　　　　　　ｆ　 ｂからｅまでの規定にかかわらず、次に掲げる要件のいずれにも適合する場合は、指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人
                  ホームの入所者の数の合計数に応じてｂからｅまでの規定に基づき算出される数に１０分の８を乗じて得た数以上
　　　　　　 ⅰ 夜勤時間帯を通じて、利用者の動向を検知できる見守り機器（以下「見守り機器」という。）を当該短期入所生活介護事業所の利用者の数以上設
                 置していること。
　　　　　　 ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が情報通信機器を使用し、職員同士の連携促進が図られていること。
　　　　　　 ⅲ 見守り機器及び情報通信機器（以下「見守り機器等」という。）を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次
　　　　　　　に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、
　　　　　　　当該委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
　　　　　　　　⑴ 夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする利用者への訪問及び当該利用者に対する適切なケア等による利用者の安全
　　　　　　　　　　及びケアの質の確保
　　　　　　　　⑵ 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
　　　　　　　　⑶ 夜勤時間帯における緊急時の体制整備
　　　　　　　　⑷ 見守り機器等の定期的な点検
　　　　　　　　⑸ 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修
　　　　　　　ⅳ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が、６０以下の場合は１以上、６１以上の場合は
                  ２以上の介護職員又は看護職員が、夜勤時間帯を通じて常時配置されていること。

　(2)　ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　　　　第１号ロ(2)の規定を準用する。
 　　 　〈第１号ロ（２）〉
　　　　　  ２のユニットごとに夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が１以上であること。

　　ロ　経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又はユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　(1)　経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第１号ロ(1)の規定を準用する。
　(2)　ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第１号ロ(2)の規定を準用する。

97/100
減
算

夜勤について
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加算・減算 加算・減算適用要件

夜勤職員の配置基準
Q&A

　利用者のケアの質や職員の負担に関する評価にあたっては、当該委 員会において、直接
処遇のための時間が増えたかどうかなど、それぞれの事業所の実情に応じた評価指標を用
いることが望ましい。
・なお、平成 30 年度老人保健健康増進等事業「介護ロボットの評価指標に関する調査研究
事業」（※）において、介護ロボットの導入にあたっての評価指標がまとめられているので参
考とされたい。
※参考①
利用者のケアの質に関する評価指標
・認知機能、QOL WHOQOL 等）、要介護度、 ADL FIM 、 BI 等）等
②職員の負担に関する評価指標
・ストレス指標（SRS 18 等）、モチベーション、介 護負担指標等
（令和３．３版　VOL９５２　問７８）

ユニット型地域密着型
介護老人福祉施設入所
者生活介護
ユニット型指定地域密
着型介護老人福祉施設
における経過的地域密
着型介護老人福祉施設
入所者生活介護につい
て

減
算

1日につき
97/100

定員超過利用減算

人員基準欠如減算

身体拘束廃止未実施減
算

減
算

１日につき
10/100

70/100

　月平均の入所者の数が市町村長に届け出た運営規程に定められている入所定員を超えた場合

　看護職員、介護職員又は介護支援専門員を指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準に定める員数をおいていないこと。

　見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会で確認することとされている利用者のケアの質や職員の負担に
関する評価について、どのような指標があるのか。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合している場合。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６３＞
指定地域密着型サービス基準第１３７条第５項及び第６項又は第１６２条第７項及び第８項に規定する基準に適合していること。

＜指定地域密着型サービスの人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）＞
（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針）
第１３７条
5　指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな
らない。
6　指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
　①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。
　②身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
　③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

　ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護につい
て、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）を満たさない場合

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４０＞
　イ　日中については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
　ロ　ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

＜指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について＞
（平成１８年３月３１日老計発第0331004号、老振発第0331004号、老老発第0331017号　第３の七の５の（９）の②）
　ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設において配置を義務付けることとしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについては、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した従
業者（以下「研修受講者」という。）を各施設（一部ユニット型の施設も含む。）に２名以上配置する（ただし、２ユニット以下の施設の場合には、１名でよいこととする。）ほか、研修受講者が
配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおけるケアに責任を持つ（研修受講者でなくても構わない。）従業者を決めてもらうことで足りるものとする。
　この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝達するなど、当該施設におけるユニットケアの質の向上の中核となることが求めら
れる。
　また、平成１８年４月１日の時点でリーダー研修を受講した者が２名に満たない施設については、平成１９年３月３１日までの間に満たせばよいこととする。

減
算
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加算・減算 加算・減算適用要件

　身体拘束廃止未実施減算については、身体拘束の記録を行っていない事実が生じた場
合、速やかに改善計画を市町村長に提出し、これに基づく改善状況を３か月後に報告するこ
とになっているが、これは、事実が生じた月に改善計画を速やかに提出させ、改善計画提出
後最低３か月間は減算するということである。したがって、お尋ねのケースの場合、改善計
画が提出された平成１８年７月を基準とし、減算はその翌月の同年８月から開始し、最短で
もその３か月後の１０月までとなる。
　なお、身体拘束廃止未実施減算は、平成１８年４月から新たに設けたものであることから、
同月以降に行った身体拘束について記録を行っていなかった場合に減算対象となる。（平１
８．９  インフォメーション１２７　問１０）

　改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し
支えない。当該減算は、施設から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降に
当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。

安全管理体制未実施減
算

減
算

１日につき
５単位

栄養管理減算
減
算

１日につき
１４単位

日常生活継続支援加算
（Ⅰ）

○
加
算

３６単位

日常生活継続支援加算
（Ⅱ）

○
加
算

４６単位

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４１＞
イ　日常生活継続支援加算（Ⅰ）

（１）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又は経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
（２）次のいずれかに該当すること。
　a　算定日の属する月の前６月間又は前１２月間における新規入所者の総数のうち、要介護状態区分が要介護４又は要介護５の者の占める割合が１００分の７０以上。
　b　算定日の属する月の前６月間又は前１２月間における新規入所者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症
である者の占める割合が１００分の６５以上。
　c　社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２年厚生省令第４９号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合が入所者の１００分の１５以上であること。
（３）介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入所者の数が６又はその端数を増すごとに１以上であること。ただし、次に掲げる規定のいずれにも適合する場合は、介護福祉士の数が、常
勤換算方法で、入所者の数が七又はその端数を増すごとに一以上であること。
ａ　業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」という。）を複数種類使用していること。
ｂ　介護機器の使用に当たり、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、アセスメント（入所者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができる
ように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。）及び入所者の身体の状況等の評価を行い、職員の配置の状況等の見直しを行っていること。
ｃ　介護機器を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置
し、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
ⅰ入所者の安全及びケアの質の確保
ⅱ職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
ⅲ介護機器の定期的な点検
ⅳ介護機器を安全かつ有効に活用するための職員研修
（４）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

ロ　日常生活支援加算（Ⅱ）
（１）ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又は経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
（２）イ（２）から（４）までに該当するものであること。

身体拘束廃止未実施減
算Ｑ＆Ａ

　身体拘束廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町
村長に提出した後、事実が生じた月から３か月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生
じた月の翌月から改善が認められた月までの間について減算する」こととされているが、施設監査に行った際に身体拘束
に係る記録を行っていないことを発見した場合、いつからいつまでが減算となるのか。また、平成１８年４月前の身体拘束
について記録を行っていなかった場合は、減算の対象となるのか。
　　　・身体拘束の記録を行っていなかった日：平成１８年４月２日
　　　・記録を行っていなかったことを発見した日：平成１８年７月1日
　　　・改善計画を市町村長に提出した日：平成１８年７月５日

　身体拘束廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町
村長に提出した後、事実が生じた月から３か月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生
じた月の翌月から改善が認められた月までの間について減算する」こととされているが、施設から改善計画が提出されな
い限り、減算の措置を行うことはできないのか。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）を満たさない場合

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６３の２＞
指定地域密着型サービス基準第１５５条第１項に規定する基準

　栄養管理について、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）を満たさない場合

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６３の３＞
６３の３　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費の注６の厚生労働大臣が定める基準
指定地域密着型サービス基準第１３１条に定める栄養士又は管理栄養士の員数を置いていること及び指定地域密着型サービス基準第１４３条の２（指定地域密着型サービス基準第１６
９条において準用する場合を含む。）に規定する基準
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　当該加算は介護老人福祉施設独自の加算であるため、併設・空床利用型の別を問わず、
ショートステイの利用者は含まず、本体施設である介護老人福祉施設の入所者のみに着目
して算出すべきである。（平２１．３版　VOL６９　問７３）

　併設型のショートステイと兼務している職員については、勤務実態、利用者数、ベッド数等
に基づき按分するなどの方法により、当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイそ
れぞれに割り振った上で（例：前年度の入所者数平均が40 人の本体施設と10 人のショート
ステイの間で均等に兼務している場合は常勤換算でそれぞれ0.8 人と0.2 人とするなど）、本
体施設での勤務に係る部分のみを加算算定のための計算の対象とする。その際、実態とし
て本体施設と併設のショートステイにおける勤務時間が1：1 程度の割合で兼務している介護
福祉士を本体施設のみにおいてカウントするなど、勤務実態と著しく乖離した処理を行うこと
は認められない。
　空床利用型のショートステイについては、ショートステイに係る業務を本体施設における業
務と分離して考えることは困難であるため、特に按分を行わず、本体施設に勤務する職員と
して数えて差し支えない。（平２１．３版　VOL６９　問７４）

　可能である。具体的には、併設型ショートステイについては、本体施設と兼務する職員につ
いて、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤
換算数を本体施設とショートステイそれぞれに割り振った上で、ショートステイに係る職員に
ついてサービス提供体制強化加算の算定基準を満たす場合、空床利用型ショートステイに
ついては、本体施設がサービス提供体制加算の算定要件を満たす場合に、それぞれ同加
算を算定することができる。
　なお、このような処理をすることにより、空床利用型のショートステイと併設型のショートス
テイで加算算定の有無や算定する加算の種類が異なる場合も生じうることになる。
さらに、本体施設と異なる加算を算定する場合は、空床利用型ショートステイであっても、本
体施設とは別途、体制の届出が必要となるので留意されたい。（平２１．３版　VOL６９　問７
５）

　平成21年4月から加算を算定しようとする場合の算定方法は以下のとおり。
・ 原則として前月である平成21年3月中に届出を行うこととなるため、「届出日が属する月の
前3 月」は、平成20 年12月、平成21 年1月、同年2月の3月となる。
・ この3月における介護福祉士の常勤換算人数の平均を、当該年度（届出日の属する年度
＝平成20 年度）の前年度である平成19年度の入所者数の平均で除した値が1／6 以上であ
れば加算を算定可能。

  H20.12～H21.2 の 介護福祉士数平均（※）　≧　H19年度入所者数平均/6 （端数切り上
げ）
　（※）H20.12～H21.2 の介護福祉士数平均
　　＝H20.12 介護福祉士常勤換算数 ＋ H21.1 介護福祉士常勤換算数＋ H21.2 介護福祉
士常勤換算数／３

　なお、平成21 年4月に届出を行う場合は、届出日の属する年度の前年度は平成20年度と
なるため、以下の算式となる。

  H21.1～H21.3 介護福祉士数平均　≧　H20年度入所者数平均/6 （端数切り上げ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平２１．３版　VOL６９　問７６）

 留意事項通知第二の１（７）に準じて取り扱われたい。（平２１．４版　VOL７９　問３２）

　「たんの吸引等の行為を必要とする者」とは、たんの吸引等の行為を介護老人福祉施設の
介護職員又は看護職員が行うことにつき医師の指示を受けている者をいう。（平２４．３版
VOL２６７　問１９６）

　介護福祉士の配置割合の要件については、入所者は前年度の平均、介護福祉士の人数は直近３月間における平均を
用いるとのことであるが、計算方法を具体例でお示しいただきたい。

　介護福祉士の配置の基準とする前年度の平均入所者数について、前年度半ばに介護老人福祉施設を新設した場合若
しくは当該施設の定員数を増床・減床した場合においてどのように取り扱うのか。

　「たんの吸引等の行為を必要とする者」の判断基準はどのようなものなのか。

日常生活継続支援加算
Q＆A

　介護福祉士の配置割合を算定する際に、ショートステイを兼務している介護福祉士はどのような取扱いとするか。

　本体施設である介護老人福祉施設において日常生活継続支援加算を算定している場合、併設するショートステイにおい
てサービス提供体制強化加算の算定は可能か。空床利用型ショートステイではどうか。

　入所者に対する介護福祉士の配置割合を算出する際の入所者数や、要介護度や日常生活自立度の割合を算出する際
の入所者には、併設のショートステイの利用者を含め計算すべきか。空床利用型のショートステイではどうか。
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　貴見のとおりである。（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.1問122）

　貴見のとおりである。（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.1問123）

　算定日の属する月の前６月又は１２月における新規入所者について、要件を満たすことを
求めるものであり、開設後の経過月数にかかわらず、算定可能である。（平成27年度介護報
酬改定に関するQ＆Avol.1問124）

　貴見のとおりである。（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.1問125）

　入院中も引き続き、退院後の円滑な再入所のためにベッドの確保等を行い、居住費等を徴
収されていた者については、新規入所者には含めない。（平成27年度介護報酬改定に関す
るQ＆Avol.1問126）

　含めない。（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.1問127）

　貴見のとおりである。（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.1問128）

　入所時点の要介護度や日常生活自立度を用いる。（平成27年度介護報酬改定に関するQ
＆Avol.1問129）

　介護福祉士の資格を有していない介護職員も対象に含まれる。
（令和３．３版　VOL.９５２　問８２）

看護体制加算（Ⅰ）イ
○

加
算

1日につき
１２単位

看護体制加算（Ⅰ）ロ
○

加
算

1日につき
４単位

　入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算について、介護機器を使用する場合の介護福祉 士の配置要件の中で、
「介護職員全員」がインカム等を使用することとされているが、介護福祉士の資格を有する介護職員のみが対象となるの
か。

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４２イ＞
⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又はユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
⑵ 常勤の看護師を１名以上配置していること。
⑶ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４２ロ＞
⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又は経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護費を算定していること。
⑵ イ⑵及び⑶に該当するものであること。

　日常生活継続支援加算の算定要件となる新規入所者の要介護度や日常生活自立度について、入所後に変更があった
場合は、入所時点のものと加算の算定月のもののどちらを用いるのか。

　算定日の属する月の前６月間又は前１２月間における新規入所者の総数における「要介護４又は５の者の割合」及び
「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症である者の割合」
について、前６月間で算出するか前１２月間で計算するかは事業所が選択できるのか。

　前６月間で要件を満たしたものとして届出を行ったが、その後に前６月間では要件を満たさなくなった場合であっても、前
１２月間で要件を満たしていれば改めて届出を行わなくてもよいか。

　新規入所者の総数に占める割合を用いる部分の要件について、開設後６月を経過していない施設は満たさないというこ
とか。

日常生活継続支援加算
Q＆A

　新規入所者が１名のみであった場合には、当該１名の新規入所者の状態のみをもって、要件の可否を判断するのか。

　入院に伴い一旦施設を退所した者が、退院後に再入所した場合、日常生活継続支援加算の算定要件における新規入
所者に含めてよいか。

　老人福祉法等による措置入所者は、新規入所者に含めるのか。

　日常生活継続支援加算を算定する場合には、要件の該当者のみでなく、入所者全員に対して加算を算定できるものと考
えてよいか。
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看護体制加算（Ⅱ）イ ○
加
算

1日につき
２３単位

看護体制加算（Ⅱ）ロ
○

加
算

1日につき
８単位

　本体施設と併設のショートステイそれぞれについて別個に加算算定の可否を判断する。す
なわち、看護体制加算（Ⅰ）では本体施設と併設のショートステイでそれぞれ常勤の看護師
を1 人ずつ配置している場合、看護体制加算（Ⅱ）では本体施設と併設のショートステイでそ
れぞれ常勤換算で25：1 以上、かつ本体施設では最低基準に加え1 以上の看護職員を配置
している場合に、算定可能となる｡その際、看護体制加算（Ⅱ）については、本体施設と併設
のショートステイを兼務している看護職員は、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分
するなどの
方法により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイに割り振った上で、本体施設
とショートステイそれぞれについて加算の算定の可否を判断することとなる。
 なお、空床利用型ショートステイについては、加算（Ⅰ）、（Ⅱ）とも、本体施設において加算
の算定基準を満たしていれば空床利用型ショートステイの利用者についても加算を算定す
ることができる。（平２１．３版　VOL６９　問７８）

　本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、本体施設と
ショートステイそれぞれを担当する常勤の看護師が定められていることが必要であるが、
ショートステイを担当する常勤看護師が、ショートステイにおける業務に支障のない範囲で本
体施設における業務に従事することを妨げるものではない。本体施設を担当する常勤看護
師がショートステイの業務に従事する場合も同じ。
（平２１．３版　VOL６９　問７９）

　本体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは事業者の
選択として構わないが、算定することとした方の事業所を主として勤務を行うべきである。
（平２１．３版　VOL６９　問８０）

　定員規模に係る要件は介護老人福祉施設のみの定員に着目して判断するため、お
見込みどおり。なお、この取扱いは夜勤職員配置加算についても同様である。
（平２１．３版　VOL６９　問８１）

　看護体制加算（Ⅱ）については、当該機能訓練指導員が看護職員としての業務に従事して
いる実態があれば、当該業務に係る勤務時間を常勤換算の看護職員数の中に含めること
は可能である。看護体制加算（Ⅰ）については、看護職員としての業務以外の業務に従事す
る看護師によって同加算を算定することは望ましくない。
（平２１．３版　VOL６９　問８３）

　本体施設50 床＋併設ショートステイ10 床の施設が看護体制加算を算定しようとする場合、本体施設である介護老人福
祉施設については31 人～50人規模の単位数を算定できるのか。

　機能訓練指導員が看護師である場合、看護体制加算（Ⅱ）の看護職員配置に含められるか。看護体制加算（Ⅰ）につい
てはどうか。

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４２ハ＞
　
⑴イ⑴に該当するものであること。
⑵ 看護職員を常勤換算方法で２名以上配置していること。
⑶ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の看護職員により、又は病院若しくは診療所若しくは指定訪問看護ステーションの看護職員との連携により、２４時間連絡できる体制を確保
していること。
⑷ イ⑶に該当するものであること。

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４２ニ＞
　
⑴ ロ⑴に該当するものであること。
⑵ ハ⑵から⑷までに該当するものであること。

　本体施設である介護老人福祉施設と併設のショートステイについて、一体的に加算を算定できるのか。

　本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、ショートステイの看護師は本体施設の業
務に従事してはいけないのか。

　本体施設と併設のショートステイを通じて常勤看護師が1 人しかいないが、その1 人が特養とショートステイの両方を均
等に兼務している場合、本体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは事業者の選択によ
るものと解してよいか。

看護体制加算
Q&A
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看護体制加算
Q&A

　入所者数に基づいた必要職員数を算定要件としている加算である「看護体制加算」と「夜
勤職員配置加算」については、双方の入所者の合計数に基づいて職員数を算定するもので
ある。
この点、夜勤職員配置加算については、「平成21年4月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）」（平成21年3
月23日）では、「一部ユニット型については、ユニット部分及び多床室部分それぞれで要件を
満たす必要がある」としているところであるが、指定更新の際に別指定を受けることとなった
旧・一部ユニット型施設を含め、同一建物内にユニット型及びユニット型以外の施設（介護老
人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設）が併設されている場合に
ついては、双方の入所者及びユニット数の合計数に基づいて職員数を算出するものとして
差し支えないこととする。なお、この際、ユニット型施設と従来型施設のそれぞれについて、１
日平均夜勤職員数を算出するものとし、それらを足し合わせたものが、施設全体として、１以
上上回っている場合に夜勤職員配置加算が算定できることとする。ただし、ユニット型施設と
従来型施設の入所者のそれぞれの基本サービス費について加算が算定されることとなるた
め、双方の施設における夜勤職員の加配の状況が極端に偏りのあるものとならないよう配
置されたい。

※短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとする。

※平成23 年Q＆A「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一
部を改正する省令の施行に伴う指定、介護報酬等の取扱いについて（疑義解釈）」（平成23
年９月30 日）問６について、上記回答に係る部分については適用を受けないものとする。
（平成27年度介護報酬改定に関するQ＆Avol.2問25）

夜勤職員配置加算（Ⅰ）
イ ○

加
算

1日につき
４１単位

夜勤職員配置加算（Ⅰ）
ロ ○

加
算

1日につき
１３単位

　一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部分とユニット型以外の部分それぞれ別施設・事業所として指定されることと
なった場合について、入所者数に基づいた必要職員数が要件となっている加算の算定について、それぞれどのように考え
ればよいか。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（１））に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福
祉施設
＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（１）＞
(１)地域密着型介護福祉施設サービス費を算定していること。
(２)夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、第一号ロ(1)に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に一を加えた数以上であること。ただし、次に掲げる要件のいずれにも適
合している場合は、第一号ロ(1)に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に十分の九を加えた数以上であること。次のa又はbに掲げる場合は、当該a又はbに定める数以上であ
ること。
a　入所者の動向を検知できる見守り機器を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数の百分の十五以上の数設置していること。次に掲げる要件のいずれにも適合してい
る場合　第一号ロ(1)に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に十分の九を加えた数
　i　見守り機器を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数の十分の一以上の数設置していること。
　ii　見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行われていること。
b　見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行われていること。次に掲げる要件のいずれにも適合している場合　第一号ロ(1)に規定する夜勤を行
う介護職員又は看護職員の数に十分の六を加えた数(第一号ロ(1)(一)fの規定に基づき夜勤を行う介護職員又は看護職員を配置している場合にあっては、第一号ロ(1)に規定する夜勤を
行う介護職員又は看護職員の数に十分の八を加えた数)
　i　夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数以上設置していること。
　ii　夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器を使用し、職員同士の連携促進が図られていること。
　iii　見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員
会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
　(1)　夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする入所者への訪問及び当該入所者に対する適切なケア等による入所者の安全及びケアの質の確保
　(2)　夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
　(3)　見守り機器等の定期的な点検
　(4)　見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修
　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（２））に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福
祉施設

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（２）＞
(１)経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
(２)(１)二に掲げる基準に該当するものであること。
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加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

夜勤職員配置加算（Ⅱ）
イ ○

加
算

1日につき
４６単位

夜勤職員配置加算（Ⅱ）
ロ ○

加
算

1日につき
１８単位

夜勤職員配置加算（Ⅲ）
イ

○
加
算

１日につき
５６単位

夜勤職員配置加算（Ⅲ）
ロ

○
加
算

１日につき
16単位

夜勤職員配置加算（Ⅳ）
イ

○
加
算

１日につき
６１単位

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（７）＞
(７)　夜勤職員配置加算(Ⅳ)イを算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　①　(３）（一）及び（二）に該当。
　②　第一号ハ（３）（二）及び（三）に該当するものであること。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（３））に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福
祉施設

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（３）＞
(１)ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費を算定していること。
(２)夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、第１号ロ（２）に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に１を加えた数以上であること。ただし、次のａ又はｂに掲げる場合は、当
該ａ又はｂに定める数以上であること。
  ａ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第１号ロ⑵に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に十分の九を加えた数していること。
　　ⅰ 見守り機器を、当該指定介護老人福祉施設の入所者（新設）の数の十分の一以上の数設置していること。
　　ⅱ 見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会（新設）を設置し、必要な検討等が行われていること。
　ｂ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第１号ロ⑵に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数設置し、必要な検討等が行われていること。
　　ⅰ 夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該指定介護老人福祉施設の入所者の数以上設置していること。
　　ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器を使用し、職員同士の連携促進が図られていること。
　　ⅲ 見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を
　　安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、
　　及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
　　　⑴ 夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする入所者への訪問及び当該入所者に対する適切なケア等による入所者の安全及びケ
　　　　　アの質の確保
　　　⑵ 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
　　　⑶ 見守り機器等の定期的な点検
　　　⑷ 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（４）＞
(１)経過的ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
(２)(３)二に掲げる基準に該当するものであること。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（５）＞
(５)　夜勤職員配置加算(Ⅲ)イを算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　①　(1）（一）及び（二）に該当。
　②　第一号ハ（３）（二）及び（三）に該当するものであること。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（６）＞
(６)　夜勤職員配置加算(Ⅲ)ロを算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　①　(２）（一）及び（二）に該当。
　②　第一号ハ（３）（二）及び（三）に該当するものであること。
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加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

夜勤職員配置加算（Ⅳ）
ロ

○
加
算

１日につき21
単位

　夜勤職員配置加算の基準については、夜勤時間帯（午後10 時から翌日の午前5時までを
含む連続した16 時間）における1 月の看護・介護職員の延夜勤時間数をその月の日数×16
時間で割った人数（1 日平均夜勤職員数）を元に判断する。このため、何人かが交代で勤務
していても、延夜勤時間数が必要な時間数を満たしていれば算定が可能である。
（平２１．３版　VOL６９　問８９）

　本加算は、深夜の時間帯のみならず、特に介護量が増加する朝食、夕食及びその前後の
時間帯を含む夜勤時間帯全体における手厚い職員配置を評価するものであり、その施設が
設定した夜勤時間帯において勤務した時間であれば、早出・遅出及び日勤帯勤務の職員の
勤務時間も延夜勤時間数に含めることは可能である。ただし、加算を算定可能とすることを
目的として、例えば「22 時から翌日14 時まで」のような極端な夜勤時間帯の設定を行うべき
ではなく、夜勤時間帯の設定は、例えば「17時から翌朝9 時まで」のような朝食介助・夕食介
助の両方を含む設定を基本としつつ、勤務実態等から見て合理的と考えられる設定とすべ
きである。ただし、夜勤職員配置の最低基準が1 人以上とされている入所者が25 人以下の
施設については、いわゆる「1 人夜勤」の負担を緩和する観点から、深夜の時間帯において
職員を加配する（夜勤職員を2 人以上とする）ことにより加算の算定要件を満たすことが望ま
しい。（平２１．３版　VOL６９　問９０）

　通常の休憩時間は、勤務時間に含まれるものとして延夜勤時間数に含めて差し支えない。
ただし、大半の時間において仮眠をとっているなど、実態として宿直に近い状態にあるような
場合についてまで含めることは認められない。（平２１．３版　VOL６９　問９１）

　入所者数に基づいた必要職員数を算定要件としている加算である「看護体制加算」と「夜
勤職員配置加算」については、双方の入所者の合計数に基づいて職員数を算定するもので
ある。
この点、夜勤職員配置加算については、「平成21年4月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）」（平成21年3
月23日）では、「一部ユニット型については、ユニット部分及び多床室部分それぞれで要件を
満たす必要がある」としているところであるが、指定更新の際に別指定を受けることとなった
旧・一部ユニット型施設を含め、同一建物内にユニット型及びユニット型以外の施設（介護老
人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設）が併設されている場合に
ついては、双方の入所者及びユニット数の合計数に基づいて職員数を算出するものとして
差し支えないこととする。なお、この際、ユニット型施設と従来型施設のそれぞれについて、１
日平均夜勤職員数を算出するものとし、それらを足し合わせたものが、施設全体として、１以
上上回っている場合に夜勤職員配置加算が算定できることとする。ただし、ユニット型施設と
従来型施設の入所者のそれぞれの基本サービス費について加算が算定されることとなるた
め、双方の施設における夜勤職員の加配の状況が極端に偏りのあるものとならないよう配
置されたい。

※短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとする。

※平成23 年Q＆A「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一
部を改正する省令の施行に伴う指定、介護報酬等の取扱いについて（疑義解釈）」（平成23
年９月30 日）問６について、上記回答に係る部分については適用を受けないものとする。

夜勤職員配置加算
Q&A

　一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部分とユニット型以外の部分それぞれ別施設・事業所として指定されることと
なった場合について、入所者数に基づいた必要職員数が要件となっている加算の算定について、それぞれどのように考え
ればよいか。

　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。

＜平成１２年厚生省告示第２９号４ハ（８）＞
(８)　夜勤職員配置加算(Ⅳ)ロを算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
　①　(４）（一）及び（二）に該当。
　②　第一号ハ（３）（二）及び（三）に該当するものであること。

　夜勤基準を1 人以上上回らなければならないとは、基準を満たした上で、加配分の1 人は同じ人間が夜勤の時間帯を通
じて勤務しなければならないと
いうことか。

　1 日平均夜勤職員数を算出するための延夜勤時間数には、早出・遅出や日勤帯勤務の職員の勤務時間も含められるの
か。

　延夜勤時間数には純粋な実働時間しか算入できないのか。休憩時間はどのように取り扱えばいいのか。
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実
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体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

夜勤職員配置加算
Q&A

　見守り機器の使用にあたっては、当該機器のセンサー情報を受信する機器が必要となる
が、 0.9 人の配置要件の場合は、機器を特定はせず、スマートフォンやタブレット端末等の
携帯可能な機器のほか、パソコン等の常時設置されている機器も使用して差し支えない。ま
た、携帯可能な 機器を使用する場合においては、必ずしも夜勤職員全員が使用することま
では要しない。
（令和３．３版　VOL.９５２　問７９）

準ユニットケア加算
○

加
算

１日につき
５単位

　準ユニットを構成する多床室は全て個室的なしつらえを整備していることが要件であり、準
ユニットケア加算は算定できない。（平１８．９　インフォメーション１２７　問７）

　準ユニットケア加算を算定する場合の個室的なしつらえについては、必ずしも窓は必要とし
ない　。（平１８．９　インフォメーション１２７　問８）

　採光に配慮して、壁等にすりガラスの明り窓等を設ける場合でも、個室的なしつらえに該当
することはあり得るが、視線の遮断が確保される構造かどうか個別に判断することが必要で
ある。（平１８．９　インフォメーション１２７　問９）

生活機能向上連携加算
Ⅰ

加
算

３月に１回を限
度として１月に

つき
100単位

　夜勤職員配置加算における 0.6 人の配置要件について、夜勤職員全員が見守り機器のセンサー情報を常時受信するた
めにスマートフォンやタブレット端末等を使用することとされているが、 0.9 人の配置要件の取扱如何。

　地域密着型介護福祉施設サービス費及び経過的地域密着型介護福祉施設サービス費について、厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合してい
るものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号第２９条４３＞
　イ　１２人を標準とする単位(以下この号において「準ユニット」という。)において、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行っていること。
　ロ　入所者のプライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえを整備するとともに、準ユニットごとに利用できる共同生活室(利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をい
う。)を設けていること。
　ハ　次の(1)から(3)までに掲げる基準に従い人員を配置していること。
　　(1)　日中については、準ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
　　(2)　夜間及び深夜において、２準ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。
　　(3)　準ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

準ユニットケア加算Q&A

　準ユニットケア加算について、準ユニットケア加算を算定する準ユニットの中に個室的なしつらえに改修していない多床
室がある場合（準ユニットを構成する３多床室のうち、２多床室は個室的なしつらえにしているが、１多床室は多床室のま
まの場合）、準ユニットケア加算は全体について算定できないのか。

　準ユニットケア加算について、個室的なしつらえとしてそれぞれ窓は必要か。

　準ユニットケア加算の要件である入所者のプライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえについて、４人部屋を壁等で
仕切る場合、廊下側の部屋は日照や採光面で問題があると考えられため、壁等にすりガラスの明り窓等を設けることは認
められるか。

　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師が、施
設を訪問し、機能訓練指導員等と共同して利用者又は入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。

<平成２７年厚生労働省告示第９５号４２の４イ＞
イ　生活機能向上連携加算　次のいずれにも適合すること。
⑴指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下
「理学療法士等」）の助言に基づき、当該指定特定施設（指定居宅サービス等基準第174条第1項に規定する指定特定施設）、指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準
第109条第1項に規定する指定地域密着型特定施設）、指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準第130条第1項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施
設）又は指定介護老人福祉施設の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。
⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に
提供していること。
⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を3月ごとに1回以上評価し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に
応じて訓練内容の見直し等を行っていること。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(10/37)
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加算・減算 加算・減算適用要件

生活機能向上連携加算
Ⅱ

加
算

1月につき200
単位

個別機能訓練加算Ⅰ △
加
算

１日につき
１２単位

個別機能訓練加算Ⅱ △
加
算

１日につき
２０単位

　単に体制があるだけではなく、体制を整えた上で個別に計画を作成するなどプロセスを評
価するものであることから、入所者の同意を得られない場合には算定できないが、原則とし
て、全ての入所者について計画を作成してその同意を得るよう努めることが望ましい。（平１
８．４版　VOL１　問７６）

　個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員、
その他の職種が共同して個別機能訓練計画に従い訓練を行うこととしており、機能訓練指
導員が不在の日でも算定できる。（平１８．４版　VOL１　問７７）

　当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置することを評価していた体制加算
を、機能訓練指導員の配置と共に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価すること
としたものであり、通所介護サービスにおいては実施日、（介護予防)特定施設入居者生活
介護サービス及び介護老人福祉施設サービスにおいては入所期間のうち機能訓練実施期
間中において当該加算を算定することが可能である。
　なお、具体的なサービスの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを
行い、目標設定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個別機能訓練の
提供を行い、その結果を評価すること」が想定される。また、行われる機能訓練の内容は、
各利用者の心身状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退
を予防するのに必要な訓練を計画されたい。（平１８．４版　VOL.３　問１５）

若年性認知症入所者受
入加算

○
加
算

１日につき
１２０単位

専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機
能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合

個別機能訓練加算(Ⅰ) を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切
かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合

　個別機能訓練加算は、配置加算なのか。それとも実施した対象者のみの加算なのか。

　機能訓練指導員が不在の日は算定できないのか。

　個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示されたい。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、外部との連携により、入所者の身体の状況等の評価を行い、
かつ、個別機能訓練計画を作成した場合

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号４２の４ロ＞
ロ 生活機能向上連携加算次のいずれにも適合すること。
⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定特定施設、指定地域密着
型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設又は指定介護老人福祉施設を訪問し、当該施設の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画
の作成を行っていること。
⑵個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に
提供していること。
⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を3月ごとに1回以上評価し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に
応じて訓練内容の見直し等を行っていること。

個別機能訓練加算Q&A

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号６４）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、若年性認知症利用
者に対して、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合
　ただし、認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６４＞
　受け入れた若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要介護者又は要支援者になった者をいう。）ごとに個別の担当者を定めて
いること。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(11/37)



加算・減算名
実
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体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

６５歳の誕生日の前々日までは対象である。（平２１．３版　VOL６９　問１０１）

　若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めてい
ただきたい。人数や資格等の要件は問わない。（平２１．３版　VOL６９　問１０２）

常勤専従医師配置加算 ○
加
算

1日につき
25単位

精神科医師定期的療養
指導

○
加
算

1日につき
5単位

障害者生活支援体制
加算（Ⅰ）

○
加
算

１日につき
２６単位

障害者生活支援体制
加算（Ⅱ）

○
加
算

１日につき
４１単位

外泊時費用
加
算

所定単位数に
代えて1日につ

き
246単位

（１月に６日を
限度）

外泊時費用Q&A

短期入所サービス費を算定した日については、外泊時加算を算定できない。（平１５．４版
VOL２　問１１）

外泊時在宅サービス利
用の費用

1日につき560
単位

 　厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しくは言語機能に障害のある者、知的障害者又は精神障害者(以下「視覚障害者等」という。)である入所者の数が15以上又は入
所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が100分の30以上である指定介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援に関し専門性を有する者として別に厚
生労働大臣が定める者(以下「障害者生活支援員」という。)であって専ら障害者生活支援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上配置しているもの(視覚障害者等で
ある入所者の数が50を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤の障害者生活支援員を1名以上配置し、かつ、障害者生活支援員を常勤換算方法で視
覚障害者等である入所者の数を50で除した数以上配置しているもの)として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４４＞
　　視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重度の知的障害者若しくは精神障害者

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４５＞
　①　視覚障害　点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者
　②　聴覚障害又は言語機能障害　手話通訳等を行うことができる者
　③　知的障害　知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１４条各号に掲げる者又はこれらに準ずる者
　④　精神障害　精神保健福祉士又は精神保健福祉法施行令第１２条各号に掲げる者

　入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が100分の50以上である指定介護老人福祉施設において、障害者生活支援員であって専ら障害者生活支援員としての職務に
従事する常勤の職員であるものを2名以上配置しているもの(視覚障害者等である入所者の数が50を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤の障害者
生活支援員を2名以上配置し、かつ、障害者生活支援員を常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を50で除した数に1を加えた数以上配置しているもの)として都道府県知事に
届け出た指定介護老人福祉施設

　入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に対して居宅における外泊を認めた場合
　ただし、入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。

　当該入所者が使用していたベットを短期入所サービスに活用する場合は算定できるか。

　入所者に対して居宅における外泊を認め、指定介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合

若年性認知症入所者受
入加算　Q&A

　一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっても対象のままか。

　担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。

　専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設

　認知症である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定地域密着型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定期的な療養指導が月に2回以上行われている場
合

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(12/37)



加算・減算名
実
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体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

初期加算
加
算

1日につき
30単位

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)
加
算

１月につき
３０単位

ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)
加
算

１月につき
６０単位

・ 一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方法に係る研修を受講するこ
とや、厚生労働省において作成予定のＢＩに関するマニュアル
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及びＢＩの測定についての動
画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習することなどが考えられる。
・ また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士から指導を受ける研修に定期的に参加させ、その参加履歴を管理することなどに
よりＢＩの測定について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これまでＢＩによる評価
を実施したことがない職員が、はじめて評価を行う場合には、理学療法士等の同席の下で
実施する等の対応を行わねばならない。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用いて提出するBarthel Index は
合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を算定することを目的として、Barthel
Index を提出する場合は、項目ごとの値を提出する必要がある。

　サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画を策定し、支援を行ってい
た場合において、計画期間の途中で当該サービスを利用していない月があったとしても、当
該月を除いて６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。

ＡＤＬ維持等加算Q&A

　入所した日から起算して30日以内の期間
　30日を超える病院又は診療所への入院後に指定地域密着型介護老人福祉施設に再び入所した場合も同様。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生
活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次
に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号１６の２イ＞
イ　ＡＤＬ維持等加算　次に掲げる基準のいずれにも適合する(こと。
⑴評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（⑵において「評価対象利用期間」という。）が６月を超える者をいう。以下この号において同じ。）の総数が１０人以上であること。
⑵評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」という。）と、当該月の翌月から起算して六月目（六月目にサービスの利用がない場合については
当該サービスの利用があった最終の月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下「ＡＤＬ値」という。）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を提出して
いること。
⑶評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の基準に基づき算
出した値（以下「ＡＤＬ利得」という。）の平均値が１以上であること。
　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して指定地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該
基準に掲げる区分に従い、加算する。ただし、Ⅱを算定している場合においては、Ⅰの加算は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号１６の２ロ＞
ロ　ＡＤＬ維持等加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴イ⑴及び⑵の基準に適合するものであること。
⑵評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が２以上であること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号５６の２＞
ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間

　ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index（以下「ＢＩ」という。）を用いて行うとあるが、「一定の研修」と
はなにか。

　ＬＩＦＥを用いたBarthel Index の提出は、合計値でよいのか。

　事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超えるとは、どのような意味か。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(13/37)



加算・減算名
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施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

・ 令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前月ま
でに、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」につい
て、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする月の末日まで
に、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算の請求届出を行うこと。
・ 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前
年同月に、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」
について、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする月の末
日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算の請求届出を行うこ
と。
・ なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届け出たが、ＬＩＦＥでの確認
の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさなかった場合に、今後、ＡＤＬ維持等加算を算定する
意思がなければ、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、届出を「１ なし」に変更するこ
と。

　令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに申出を行うこと。令和４年
度以降に算定を開始しようとする場合は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出
を行うこと。

　各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを確認するため、従来のよう
な国保連合会からの審査結果は送付されない。

貴見のとおり。

　令和２年度分のＡＤＬ値については、適切に評価されていると事業所又は施設が考える値
であれば問題ない。令和３年度以降のＡＤＬ値は、一定の研修を受けた者が測定するものと
する。

　要支援から要介護になった方については、要介護になった初月が評価対象利用開始月と
なる。

　ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする事業所又は施設は、介護給付費算定に
係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加算
Ⅲ」を「１ なし」とする。

　貴見のとおり。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合において、令和３年４月１日ま
でに体制届出を行っている場合については、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月
目の月に測定したＡＤＬ値を、評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ
値を持って代替することとして差し支えない。

ＡＤＬ維持等加算Q&A

　これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事業所は、前年度に「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」の届出を
指定権者に届け出る必要があったが、これに変更はあるのか。

　これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会からの審査結果を踏まえて決定されていたが、このフローはどう
なるのか。

　これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目の値で評価していたが、今回の改正で評価対象利用開
始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の月が１月ずれたということか。

　令和２年度のＡＤＬ値を遡って入力する際に、過去分のＡＤＬ値については評価者がリハビリ担当者や介護職であり、一
定の研修を受けていないが問題ないか。

　同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要介護になった方の評価期間はどうなるのか。

　指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」をどのように記
載すればよいか。

　これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又は施設が、令和３年度又は令和４年度に新たに算定をしようと
する場合の届出は、どのように行うのか。

　令和４年度もＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定を予定している事業所は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ
維持等加算〔申出〕の有無」が「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加算Ⅲ」が「２ あり」という記載することで良いか。

　令和３年度介護報酬改定により、ＡＤＬ値の測定時期は「評価対象利用開始月と当該月の翌月から起算して６月目」と
なったが、令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする場合においても、ＡＤＬ値の測定時期は改定後の
基準に従うのか。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(14/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

退所前訪問相談援助加
算

○
加
算

入所中1回（入
所後早期に退
所前相談援助
の必要がある
と認められる
入所者にあっ
ては2回）を限

度
460単位

退所前訪問相談援助加
算Q&A

　他の社会福祉施設等とは、病院、診療所、及び介護保険施設を含まず、有料老人ホー
ム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、認知症高齢者グループホームを指す。
なお、退所（院）後訪問指導加算（退所後訪問相談援助加算）、退所（院）時情報提供加算、
入所前後訪問指導加算においても同様の取扱いである。（平２４．３版　VOL２６７　問１８５）

退所後訪問相談援助加
算

○
加
算

460単位
（退所後1回を

限度）

退所時相談援助加算 ○
加
算

入所者1人に
つき1回を限度

400単位

退所前連携加算 ○
加
算

入所者1人に
つき1回を限度

500単位

退所前連携加算Q&A

　例えば、退所後に福祉用具の利用が必要と見込まれる場合においては、福祉用具専門相
談員や居宅サービスを提供する作業療法士等と以下の連携を行うことが考えられる。
－ 退所前から福祉用具専門相談員等と利用者の現状の動作能力や退所後に生じる生活
課題等を共有し、利用者の状態に適した福祉用具の選定を行う。
－ 退所する利用者が在宅で円滑に福祉用具を利用することができるよう、利用者や家族等
に対して、入所中から福祉用具の利用方法等の指導助言を行う。

再入所時栄養連携加算 ○
加
算

１人につき
２００単位

（１回を限度）

　厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介護老人福祉施設に入所（「一次入所」）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に入院した場合であって、当該者が退
院した後に再度当該指定地域密着型介護老人福祉施設に入所（「二次入所」）する際、二次入所において必要となる栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大きく異
なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき１回
を限度として所定単位数を加算する。ただし、イからニまでの栄養管理減算を算定している場合は、算定しない。

　入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利用を希
望する指定居宅介護支援事業者（介護保険法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示
す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着
型サービスの利用に関する調整を行った場合

　介護保険施設サービスにおける退所前連携加算における「退所後の居宅における居宅サービスの利用上必要な調整」
とは、具体的にどのような調整が考えられるのか。

　入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が退所後
生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場
合

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設
等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様

　退所（院）前訪問指導加算（退所前相談援助加算）において､入所者が退所後に他の社会福祉施設等に入所した場合の
｢他の社会福祉施設等｣は、具体的には何を指すのか。

　入所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して相談援助を行った場合。

　入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、
同様

　入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家族等に
対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から２週間以内
に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び老人介護支援センターに対して、当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居
宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添え
て当該入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(15/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

栄養マネジメント強化加
算 △

加
算

1日につき
11単位

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に
おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当
該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、シス
テムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった
場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必
須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事
業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ
る。
　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただく
が、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集する
ものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体
については、利用者の同意は必要ない。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を
含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得
られた利用者又は入所者について算定が可能である。

経口移行加算
△

加
算

当該計画が作
成された日か
ら起算して180
日以内の期間

に限り
１日につき

28単位

要件を満たすのであれば算定できる。（平１７．１０追補版　Q&A　問１６）

　算定不可となる。また、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が必要として医師
の指示を受けた者に対して行うこととするため、経口移行がこれ以上進まないと医師が判断
した者についても算定することはできない。（平１７．１０版　Q&A　問７６）

入所者１人につき、１入所一度のみ算定となる。（平１７．１０版　Q&A　問７７）

経口移行加算Q&A

栄養マネジメント強化加
算Ｑ＆Ａ

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設における管理栄養士が、継続的
に入所者ごとの栄養マネジメント管理をした場合。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６５の３＞
イ　管理栄養士を常勤換算方法（指定地域密着型サービス基準第2条第7号に規定する常勤換算方法）で、入所者の数を50で除して得た数以上配置していること。ただし、常勤の栄養士
を1名以上配置し、当該栄養士が給食管理を行っている場合にあっては、管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を70で除して得た数以上配置していること。
ロ　低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケ
ア計画に従い、当該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当該入所者ごとの栄養状態、心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の調整等を実施すること。
ハ　ロに規定する入所者以外の入所者に対しても、食事の観察の際に変化を把握し、問題があると認められる場合は、早期に対応していること。
ニ　入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活
用していること。
ホ　通所介護費等算定方法第10号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

　経管栄養について提供されている濃厚流動食が薬価収載されている場合、経口移行加算が算定できるか。

　加算について１８０日時点で経口摂取が一切認められない場合、算定不可となるのか。

　１８０日算定後、期間を空けて再度経口摂取に移行するための栄養管理を実施する場合、再度算定可能か。

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場合」と
はどのような場合か。

　ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ
て、利用者の同意は必要か。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算定で
きないのか。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合する指定地域密着型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護
師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であっ
て、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合。
  経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が行う支援が、当該計画が作成された日から起
算して１８０日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示に基づき継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理
及び支援が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できる。ただし、栄養管理減算を行っている場合は算定しない｡

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号６６＞
　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(16/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

　算定期間は、経口から食事が可能となり、経管栄養を終了した日までの期間とする。（平１
７．１０版　Q&A　問７８）

経口移行加算Q&A
経口移行が進むと医師が判断する期間中は算定可能である。（平１７．１０版　Q&A　問８０）

経口維持加算（Ⅰ）

当該計画が作
成された日の
属する月から
起算して６月
以内の期間に

限り
１月につき
４００単位

経口維持加算（Ⅱ）
１月につき
１００単位

　すべて経口に移行し、順調に食べ続けていても算定は可能か。

　１８０日以降も一部経口摂取が可能であり継続して栄養管理が必要な場合は引き続き算定可能とあるが、その期間はい
つまでか。

＜平成１８年３月３１日老計発第０３３１００５号・老振発第０３３１００５号・老老発第０３３１０１８号　第２の８（２６）＞
①口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔衛生管理体制加算を算定している施設の入所者に対して口腔ケアを実施し、当該入所者に係る口腔ケア
について介護職員へ具体的な技術的助言及び指導をした場合において、当該利用者ごとに算定するものである。
②当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実施する同一月内において医療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又
はその家族等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、その提供に関する同意を得た上で行うこと。
③歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケアを行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容
のうち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔ケアを行うにあたり配慮すべき事項とする。）、当該歯科衛生士が実施した口腔ケアの内容、当該入所者に係る口腔ケアについて介護職
員への具体的な技術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記録（以下「口腔衛生管理に関する実施記録」という。）を別紙様式１を参考として作成し、当該施設
に提供すること。当該施設は、当該口腔衛生管理に関する実施記録を保管するとともに、必要に応じてその写しを当該入所者に対して提供すること。
④当該歯科衛生士は、介護職員から当該入所者の口腔に関する相談等に必要に応じて対応するとともに、当該入所者の口腔の状態により医療保険における対応が必要となる場合に
は、適切な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設への情報提供を行うこと。
⑤本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても算定できるが、訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導
料が３回以上算定された場合には算定できない。

口腔衛生管理加算Ⅰ ○
加
算

１月につき
９０単位

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合する指定介護老人福祉施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当する場合口腔衛生管理体制加算を
算定していない場合は、算定しない。

イ　歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月2回以上行うこと。
ロ　歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。
ハ　歯科衛生士が、イにおける入所者の航空に関する介護職員からの相談等に応じ対応すること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６９＞
イ　口腔衛生管理加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。
⑵歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上行うこと。
⑶歯科衛生士が、⑴における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。
⑷歯科衛生士が、⑴における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応すること。
⑸通所介護費等算定方法第１０号、第１２号、第１３号及び第１５号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

△
加
算

１　（Ⅰ）については、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号６７）に適合する指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口により食事を摂取する者
であって、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が
共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であって、
当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又
は栄養士が、栄養管理を行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算する。ただし、イから二までの注６又は
経口移行加算を算定している場合は算定しない。

２　（Ⅱ）については、協力歯科医療機関を定めている指定地域密着型介護老人福祉施設が、経口維持加算(Ⅰ)を算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取
を支援するための食事の観察及び会議等に、医師（指定地域密着型サービス基準第１３１条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった
場合は、１月につき所定単位数を加算する。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６７＞
　イ　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
　ロ　入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていること。
　ハ　誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されていること。
　ニ　食形態の配慮など誤嚥防止のための適切な配慮がなされていること。
　ホ　上記ロからニを多職種協働により実施するための体制が整備されていること。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(17/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

口腔衛生管理加算Ⅱ ○
加
算

１月につき
１１０単位

療養食加算 ○
加
算

１日につき、3
回を限度とし

て
６単位

配置医師緊急時対応加
算

加
算

早朝又は夜間
の場合は1回
につき650単
位、深夜の場
合は1回につき

1,300単位

　次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、厚生労働大臣が定める療養食（平成２７年厚生労働省告示第９４号）を
提供したとき
　イ　食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。
　ロ　入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。
　ハ　食事の提供が、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合する指定地域密着型介護老人福祉施設において行われていること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４７＞
　疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症
食、痛風食及び特別な場合の検査食

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号３５＞
　定員超過・人員基準欠如に該当していないこと。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合する指定介護老人福祉施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当する場合
  口腔衛生管理体制加算を算定していない場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号６９＞
ロ　口腔衛生管理加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること
⑴　イ⑴から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑵　入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の管理の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な
情報を活用していること。

　指定介護老人福祉施設において、当該指定介護老人福祉施設の配置医師(指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第2条第1項第1号に規定する医師をいう。以
下この注において同じ。)が当該指定介護老人福祉施設の求めに応じ、早朝(午前6時から午前8時までの時間をいう。以下この注において同じ。)、夜間(午後6時から午後10時までの時間
をいう。以下この注において同じ。)又は深夜(午後10時から午前6時までの時間をいう。以下この注において同じ。)に当該指定介護老人福祉施設を訪問して入所者に対し診療を行い、か
つ、診療を行った理由を記録した場合は、診療が行われた時間が早朝又は夜間の場合は1回につき650単位、深夜の場合は1回につき1,300単位を加算する。ただし、看護体制加算(Ⅱ)
を算定していない場合は、算定しない。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(18/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

看取り介護加算（Ⅰ） ○
加
算

死亡日前以前
31日以上45日
以下について
は、1日につき

７２単位、
死亡日以前4
日以上30日以

下について
は、１日につき

１４４単位、
死亡日の前日
及び前々日に
ついては１日
につき６８０単

位、
死亡日につい
ては１日につ
き１，２８０単

位

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、厚生労働大臣が
定める基準に適合する入所者＜平成２７年厚生労働省告示第９４号＞について看取り介護を行った場合。
　ただし、退去した日の翌日から死亡日までの間は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号４５＞
(1)　常勤の看護師を１名以上配置し、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の看護職員により、又は病院若しくは診療所若しくは訪問看護ステーションの看護職員との連携により、２
４時間連絡できる体制を確保していること。
(2)　看取りに関する指針を定め、入所の際に、入所者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明し、同意を得ていること。
(3)　医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該指定地域密着型介護老人福祉施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する
指針の見直しを行うこと。
(4)　看取りに関する職員研修を行っていること。
(5)　看取りを行う際に個室又は静養室の利用が可能となるよう配慮を行うこと。

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４８＞
次のイからハまでのいずれにも適合している入所者
イ　医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。
ロ　医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者（以下この号において「医師等」という。）が共同で作成した入所者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた
適当な者から説明を受け、当該計画について同意している者（その家族等が説明を受けた上で、同意している者を含む。）であること。
ハ　看取りに関する指針に基づき、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携の下、介護記録等入所者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を
受け、同意した上で介護を受けている者（その家族等が説明を受け、同意した上で介護を受けている者を含む。）であること。

＜平成１８年老計発第０３３１００５号・老振発第０３３１００5号・老老発第０３３１０１８号　第２の８（２９）＞
①　看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した入所者について、その旨を入所者又はその家族等（以下「入所者等」という。）
に対して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、入所者等ともに、医師、看護師、生活相談員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随
時入所者等に対して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合意を得ながら、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援することを主眼として設けたもので
ある。
③　質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、入所者等に対し、十分な説明を行い、理解を得るよう努めることが不可欠である。具体的には、施設は、看取り介護を
実施するに当たり、終末期にたどる経過、施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて　、入所者等の理解が得られるよう継
続的な説明に努めることが重要である。加えて、説明の際には、入所者等の理解を助けるため、入所者に関する記録を活用した説明資料を作成し、その写しを提供すること。
⑥　入所者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で
ある。
また、入所者等が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来所が見込まれないような場合も、医師、看護師、介護職員等が入所者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り
介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。
　この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、入所者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわ
らず施設への来所がなかった旨を記載しておくことが必要である。
なお、家族が入所者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、施設は、一度連絡をしたにもかかわらず来所がなかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族
の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。
⑨　施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族への指導や医療機関に対する情報提供等を行うことが必要であり、入所者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの
中で、入所者の死亡を確認することができる。
　なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関等に入所者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施設に対して本人の状態を伝えることについて、施設退所
等の際、入所者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(19/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

看取り介護加算（Ⅱ） ○
加
算

死亡日以前31
日以上45日以
下については1
日につき７２単

位、
4日以上30日
以下について
は、１日につき

１４４単位、
死亡日の前日
及び前々日に
ついては１日
につき７８０単

位、
死亡日につい
ては１日につ
き１，５８０単

在宅復帰支援機能加算 ○
加
算

１日につき
１０単位

在宅・入所相互利用
加算

○
加
算

１日につき
４０単位

小規模拠点集合型施設
加算

○
加
算

１日つき
50単位

　厚生労働大臣が定める者（平成２７年厚生労働省告示第９４号）に対して、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合する指定地域密着型介護福祉施設
入所者生活介護を行う場合

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４９＞
　在宅生活を継続する観点から、複数の者であらかじめ在宅期間及び入所期間（入所期間が３月を超えるときは、３月を限度とする。）を定めて、当該施設の同一の個室を計画的に利用
している者であること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７１＞
　在宅において生活している期間中の介護支援専門員と入所する地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の介護支援専門員との間で情報の交換を十分に行い、双方が
合意の上介護に関する目標及び方針を定め、入所者又はその家族等に対して当該目標及び方針の内容を説明し、同意を得ていること。

　同一敷地内に複数の居住単位を設けて指定地域密着型介護福祉施設入所者生活介護を行っている施設において、５人以下の居住単位に入所している入所者

　厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号）に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、厚生労働大臣が定める基
準に適合する入所者＜平成２７年厚生労働省告示第９４号４８＞について看取り介護を行った場合。ただし、看取り介護加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号４５＞
(1)配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当するものであること。
(2)イ(1)から(5)までのいずれにも該当するものであること。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合する指定地域密着型介護老人福祉施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場合
　イ　入所者の家族との連絡調整を行っていること。
　ロ　入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７０＞
　イ　算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所した者（在宅・入所相互利用加算を算定しているものを除く。以下この号において「退所者」）の総数のうち、当該期間内に
退所し、在宅において介護を受けることとなったもの（当該施設における入所期間が１月間を超えていた退所者に限る。）の占める割合が１００分の２０を超えていること。
  ロ　退所者の退所後３０日以内に、当該施設の従業者が当該退所者の居宅を訪問すること、又は指定居宅介護支援事業者（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省令第３８号）第１条第３項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生活が１月以上継
続する見込みであることを確認し、記録していること。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(20/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

認知症専門ケア加算Ⅰ △
加
算

１日につき
3単位

認知症専門ケア加算Ⅱ △
加
算

１日につき
4単位

認知症行動・心理症状
緊急対応加算

○
加
算

１日につき
２００単位

（入所した日か
ら起算して７日

を限度）

　医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入所することが適当であると判断した者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護を行った場合

①　「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。
②　本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際に、介護老人福祉施設に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が継続
されることを評価するものである。
③　本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に介護老人福祉施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、介
護支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所した場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利
用を開始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹
介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。
④　本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理
症状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。
⑤　次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものであること。
ａ　病院又は診療所に入院中の者
ｂ  介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者
ｃ  短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、地
域密着型特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護を利用中の者
⑥　判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記
録しておくこと。
⑦　当該加算の算定にあたっては、 個室等、認知症の行動・心理症状の増悪した者の療養に相応しい設備を整備すること。
⑧　当該加算は、当該入所者が入所前一月の間に、当該地域密着型介護老人福祉施設に入所したことがない場合及び過去一月の間に当該加算（他サービスを含む）を算定したことが
ない場合に限り算定できることとする。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして、市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、厚生労働大臣が定める者
（平成２７年厚生労働省告示第９４号）に対し専門的な認知症ケアを行った場合
　ただし、認知症専門ケア加算Ⅰを算定している場合においては、認知症専門ケア加算Ⅱは算定しない。

＜平成27年厚生労働省告示第95号３の２＞
イ　認知症専門ケア加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴　事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
（以下この号において「対象者」という。）の占める割合が二分の一以上であること。
⑵認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が二十人未満である場合にあっては一以上、当該対象者の数が二十人以上である場合にあっては一に当該対象者
の数が十九を超えて十又はその端数を増すごとに一を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。
⑶当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号５０＞
日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして、市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、厚生労働大臣が定める者
（平成２７年厚生労働省告示第９４号）に対し専門的な認知症ケアを行った場合
　ただし、認知症専門ケア加算Ⅱを算定している場合においては、認知症専門ケア加算Ⅰは算定しない。

＜平成27年厚生労働省告示第95号３の２＞
ロ　認知症専門ケア加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴イの基準のいずれにも適合すること。
⑵認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。
⑶当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号５０＞
日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(21/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

褥瘡マネジメント加算Ⅰ ○
加
算

１月につき３単
位

褥瘡マネジメント加算Ⅱ ○
加
算

１月につき１３
単位

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に
おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当
該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、シス
テムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった
場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必
須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事
業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ
る。

　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただく
が、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集する
ものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体
については、利用者の同意は必要ない。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を
含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得
られた利用者又は入所者について算定が可能である。

排せつ支援加算Ⅰ ○
加
算

1月につき10単
位

褥瘡マネジメント加算Ｑ
＆Ａ 　ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ

て、利用者の同意は必要か。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算定で
きないのか。

　排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれると医師又は医師と連携した看護師が判断した者に対して、指定介護老人福祉施
設の医師、看護師、介護支援専門員その他の職種が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継
続して実施した場合は、支援を開始した日の属する月から起算して6月以内の期間に限り、1月につき所定単位数を算定する。ただし、同一入所期間中に排せつ支援加算を算定している
場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号７１の３＞
イ　排せつ支援加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴入所者又は利用者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師が施設入所時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも六月に一回評価するとと
もに、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、排せつ支援の実施に当たって、当該情報その他排せつ支援の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
⑵⑴の評価の結果、排せつに介護を要する入所者又は利用者であって、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看護師、介護支援専門員そ
の他の職種の者が共同して、当該入所者又は利用者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施しているこ
と。
⑶⑴の評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者又は利用者ごとに支援計画を見直していること。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、１月につき、所定単
位数を加算する

【厚生労働大臣の定める基準】大臣基準告示７１の２
イ　褥瘡マネジメント加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴入所者又は利用者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも三月に一回評価するとともに、その評価結果等の情報を厚
生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
⑵⑴の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理
に関する褥瘡ケア計画を作成していること。
⑶入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者又は利用者の状態について定期的に記録していること。
⑷⑴の評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者又は利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、１月につき、所定単
位数を加算する

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号７１の２＞
ロ　褥瘡マネジメント加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴イ⑴から⑷までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑵イ⑴の評価の結果、施設入所時又は利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者について、褥瘡の発生のないこと。

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場合」と
はどのような場合か。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(22/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

排せつ支援加算Ⅱ ○
加
算

1月につき１５
単位

排せつ支援加算Ⅲ ○
加
算

1月につき２０
単位

　排せつ支援加算(Ⅰ)は、事業所単位の加算であり、入所者全員について排せつ状態の評
価を行い、ＬＩＦＥを用いて情報の提出を行う等の算定要件を満たしていれば、入所者全員が
算定可能である。

　使用目的によっても異なるが、リハビリパンツの中や尿失禁パッドを用いた排せつを前提と
している場合は、おむつに該当する。

　おむつの使用がなくなった場合に、排せつ状態の改善と評価するものであり、おむつの使
用が終日から夜間のみになったとしても、算定要件を満たすものではない。

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に
おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当
該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、シス
テムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった
場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必
須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事
業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ
る。
　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いた
だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集
するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出
自体については、利用者の同意は必要ない。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を
含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得
られた利用者又は入所者について算定が可能である。

　ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当性
を含め客観的に検証された指標について、測定者が、
－ ＢＩに係る研修を受け、
－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、
－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確なBI を別途評価する
等の対応を行い、提出することが必要である。
【通所系・居住系サービス】
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成30 年３月23 日）問30、問31 は
削除する。
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成30 年８月６日）問２は削除する。

排せつ支援加算Q&A 　ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ
て、利用者の同意は必要か。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号７１の３＞
ロ　排せつ支援加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴イ⑴から⑶までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑵次に掲げる基準のいずれかに適合すること。
㈠イ⑴の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時又は利用開始時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化
がないこと。
㈡イ⑴の評価の結果、施設入所時又は利用開始時におむつを使用していた者であって要介護状態の軽減が見込まれるものについて、おむつを使用しなくなったこと。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号７１の３＞
ハ　排せつ支援加算  イ⑴から⑶まで並びにロ⑵㈠及び㈡に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　排せつ状態が自立している入所者又は排せつ状態の改善が期待できない入所者についても算定が可能なのか。

　排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、リハビリパンツや尿失禁パッド等の使用は、おむつの使用に含まれ
るのか。

　排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、終日おむつを使用していた入所者が、夜間のみのおむつ使用となっ
た場合は、排せつ状態の改善と評価して差し支えないか。

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場合」と
はどのような場合か。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算定で
きないのか。

　科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリ
テーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業
療法及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進等事業におい
て一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよいか。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(23/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

自立支援促進加算
1月につき３０

０単位

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に
おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当
該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、シス
テムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった
場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必
須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事
業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ
る。

　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いた
だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集
するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出
自体については、利用者の同意は必要ない。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を
含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得
られた利用者又は入所者について算定が可能である。

　ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当性
を含め客観的に検証された指標について、測定者が、
－ ＢＩに係る研修を受け、
－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、
－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確なBI を別途評価する
等の対応を行い、提出することが必要である。
【通所系・居住系サービス】
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成30 年３月23 日）問30、問31 は
削除する。
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成30 年８月６日）問２は削除する。

　既に施設に入所している入所者については、入所時の介護記録等にて評価が可能であれ
ば、施設入所時の情報を提出していただきたいが、やむを得ず仮に提出ができない場合で
あっても、加算の算定ができなくなるものではない。

自立支援促進加算Ｑ＆
Ａ

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月につき
所定単位数を加算する。

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号７１の４＞
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
イ医師が入所者ごとに、施設入所時に自立支援に係る医学的評価を行い、その後少なくとも六月に一回医学的評価の見直しを行うとともに、その医学的評価の結果等の情報を厚生労
働省に提出し、自立支援の促進に当たって、当該情報その他自立支援の適切かつ有効な促進のために必要な情報を活用していること。
ロ　イの医学的評価の結果、自立支援の促進が必要であるとされた入所者ごとに、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計
画を策定し、支援計画に従ったケアを実施していること。
ハ　イの医学的評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者ごとに支援計画を見直していること。
ニ　医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場合」と
はどのような場合か。

　ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ
て、利用者の同意は必要か。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算定で
きないのか。

　科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリ
テーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業
療法及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進等事業におい
て一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよいか。

　加算の算定を開始しようとする場合、すでに施設に入所している入所者について、提出が必要な情報は、当該時点の情
報に加え、施設入所時の情報も必須なのか。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(24/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

科学的介護推進体制加
算Ⅰ

加
算

１月につき
４０単位

科学的介護推進体制加
算Ⅱ

加
算

１月につき５０
単位

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に
おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当
該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、シス
テムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった
場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必
須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事
業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ
る。

　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただく
が、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集する
ものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体
については、利用者の同意は必要ない。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を
含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得
られた利用者又は入所者について算定が可能である。

　ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当性
を含め客観的に検証された指標について、測定者が、
－ ＢＩに係る研修を受け、
－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、
－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確なBI を別途評価する
等の対応を行い、提出することが必要である。
【通所系・居住系サービス】
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成30 年３月23 日）問30、問31 は
削除する。
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成30 年８月６日）問２は削除する。

安全対策体制加算
加
算

入所初日に限
り

２０単位

科学的介護推進体制Ｑ
＆Ａ

　ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ
て、利用者の同意は必要か。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算定で
きないのか。

　科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリ
テーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業
療法及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進等事業におい
て一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよいか。

　厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護を行った場合、安全対策体制加算として、入所初日に限り所定単位数を加算する。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他
の加算は算定しない。
<平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の５＞
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
イ　科学的介護推進体制加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。
⑵必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、⑴に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他
の加算は算定しない。
<平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の５＞
ロ　科学的介護推進体制加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴イ⑴に規定する情報に加えて、入所者ごとの疾病の状況等の情報を、厚生労働省に提出していること。
⑵必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イ⑴に規定する情報、⑴に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を
活用していること。

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場合」と
はどのような場合か。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(25/37)



加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

サービス提供体制強化
加算（Ⅰ）

○
加
算

１日につき
22単位

サービス提供体制強化
加算Ⅱ

○
加
算

１日につき
18単位

サービス提供体制強化
加算Ⅲ

○
加
算

１日につき
6単位

　産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含め
ることができる。（平２１．３版　VOL６９　問６）
　サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以
下のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定さ
れなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合
は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとす
る。」
　具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月まで
の実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を
下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平
成２１年４月分の算定はできない取扱いとなる。（平２１．３版　VOL６９　問１０）

サービス提供体制強化
加算　Q&A

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして、市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、指定地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護行った場合
　ただし、サービス提供体制強化加算Ⅲを算定している場合においては、サービス提供体制強化加算Ⅰ及びⅡは算定しない。
　また、日常生活継続支援加算を算定している場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７２ハ＞
ハ　サービス提供体制強化加算次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴次のいずれかに適合すること。
　①指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上であること。
　②指定地域密着型介護老人福祉施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以上であること。
　③指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。
⑵　イ⑶に該当するものであること。

　産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。

　「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされている平成２１年度の１年
間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った場合は
どう取扱うか。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合するものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、指定地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護行った場合
　ただし、サービス提供体制強化加算Ⅰを算定している場合においては、サービス提供体制強化加算Ⅱ及びⅢは算定しない。
　また、日常生活継続支援加算を算定している場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７２イ＞
イ　サービス提供体制強化加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴次のいずれかに適合すること。
　①指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の８０以上であること。
　②指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の３５以上であること。
⑵　提供する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の質の向上に資する取組を実施していること。
⑶　定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合しているものとして、市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、指定地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護行った場合
　ただし、サービス提供体制強化加算Ⅱを算定している場合においては、サービス提供体制強化加算Ⅰ及びⅢは算定しない。
　また、日常生活継続支援加算を算定している場合は、算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７２ロ＞
ロ　サービス提供体制強化加算　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴　指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上であること。
⑵　イ⑶に該当するものであること。
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加算・減算 加算・減算適用要件

介護職員処遇改善加算
（Ⅰ）

○
加
算

８３／１０００

介護職員処遇改善加算
（Ⅱ）

○
加
算

６０／１０００

介護職員処遇改善加算
（Ⅲ）

○
加
算 ３３／１０００

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７３）に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届出た指定地域密着型介護老人
福祉施設が、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）（Ⅲ）は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７３イ＞
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴　介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）に要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当
該計画に基づき適切な措置を講じていること。
⑵　指定地域密着型介護老人福祉施設において、⑴の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処
遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届け出ていること。
⑶　介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準
（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出ること。
⑷　当該指定地域密着型介護老人福祉施設において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を市町村長（特別区の区長を含む。）に報告すること。
⑸　算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、労働
安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１号）その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。
⑹　当該指定地域密着型介護老人福祉施設において、労働保険料（労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第８４号）第１０条第２項に規定する労働保険料をい
う。以下同じ。）の納付が適正に行われていること。
⑺　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　①　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。
　②　①の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
　③　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　④　③について、全ての介護職員に周知していること。
⑻　平成２７年４月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全て
の職員に周知していること。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７３）に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届出た指定地域密着型介護老人
福祉施設が、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅲ）は算定しない。

＜平成２７年度厚生労働省告示第９５号７３＞
ロ　イ(1)から(6)まで、(7)（一）から（四）まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも該当すること。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７３）に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届出た指定地域密着型介護老人
福祉施設が、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅲ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７３ハ＞
（１）　イ⑴から⑹までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

（２）　次に掲げる基準のいずれかに適合すること。
　①次に掲げる要件のすべてに適合すること。
　　a　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む）を定めていること。
　　ｂ　aの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。

　②次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　a　介護職員の脂質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　b　aについて、全ての介護職員に周知していること。

（３）平成２０年１０月からイ（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の処遇改善の結果（賃金改善に関するものを除く）及び当該介護
　職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
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加算・減算 加算・減算適用要件

　加算における賃金改善を実施する期間であり、当該加算は平成24年4月から算定が可能
となるため、その賃金改善実施期間についても原則４月（年度の途中で加算の算定を受け
る場合、当該加算を受けた月）から翌年の３月までとなる。
　なお、交付金を受けている場合等により、賃金改善期間の重複が発生する等の理由があ
る場合は、賃金改善実施期間を６月から翌年５月までとするなど柔軟な対応をとられたい。
（平２４．３版　VOL２６７　問２２４）

　３月１６日付け老発０３１６第２号通知で様式例をお示ししたとおりであり、指定権者をまた
いで複数事業所を一括して法人単位で介護職員処遇改善計画書を作成することもあり、事
務の簡素化の観点から、特段の事情のない限り同様式例を活用して頂きたい。（平２４．３版
VOL２６７　問２２６）
　当該計画については、特に基準等を設けておらず、事業者の運営方針や事業者が求める
介護職員像及び介護職員のキャリア志向に応じて適切に設定されたい。
　また、計画の期間は必ずしも賃金改善実施期間と合致しなくても良い。
　なお、目標を例示すれば、次のようなものが考えられる
　（１）　利用者のニーズに応じた良質なサービス提供するために、介護職員が技術・能力
（例：介護技術、コミュニケーション能力、協調性、問題解決能力、マネジメント能力等）の向
上に努めること。
　（２）　事業所全体での資格等（例：介護福祉士、介護職員基礎研修、訪問介護員研修等）
の取得率向上
（平２４．３版　VOL２６７　問２２７）
　加算の算定をしようとする事業所における従事者に対する労働保険の加入状況が適切に
行われていることが必要となるため、労働保険保険関係成立届等の納入証明書（写）等を提
出書類に添付する等により確認する。（平２４．３版　VOL２６７　問２２８）

　各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、介護職員
処遇改善実績報告書を提出する。
例：加算を算定する最後のサービス提供月が３月の場合、５月支払となるため、２か月後の
７月末となる。（平２４．３版　VOL２６７　問２２９）

　介護職員処遇改善交付金を受けている事業所について、都道府県に届出をする場合は、
キャリアパス及び労働保険納付に関する確認資料に変更がない場合、省略を可能とする。
　また、指定都市又は中核市については、都道府県から指定事務等の一環として、これらの
確認資料を引き継ぐ場合については、省略を可能とする。
　地域密着型サービスについて、新たに市町村に届出が必要となる場合については、都道
府県に提出している資料と同様のものの提出が必要となる。
（平２４．３版　VOL２６７　問２３０）

　賃金改善計画等の周知については、全従事者が閲覧できる掲示板等への掲示や全従事
者への文書による通知等が考えられるが、各法人・事業所において適切な方法で実施する
ことが必要である。（平２４．３版　VOL２６７　問２３１）

　事業所の指定を行う際と同様に、届出を行う事業所に誓約書等の提出を求めることにより
確認する。（平２４．３版　VOL２６７　問２３２）

　加算を算定する際に提出した介護職員処遇改善計画書等に変更があった場合には、必要
な事項を記載した変更の届出を行う。なお、加算取得に影響のない軽微な変更については、
必ずしも届け出を行う必要はない。
　また、介護職員処遇改善計画は収入額・支出額等を各年度、見直しをする必要があるた
め、各年毎に作成することが必要である。
（平２４．３版　VOL２６７　問２３５）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　介護職員処遇改善計画書における賃金改善実施期間はいつから、いつまでか。

　賃金改善等の処遇改善計画の介護職員への周知方法の確認について、回覧形式で判子を押印した計画書の写しを提
出させること等が考えられるが、具体的にどのように周知すればよいか。

　労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に科せられていないことは、どのようにして確認するのか。

　介護職員処遇改善計画書の作成について、当該計画の内容が変更になった場合は、改めて都道府県知事等に届け出
る必要があるのか。また、当該計画は、事業年度を超えて作成することはできないと解してよろしいか。

　介護職員処遇改善計画書、実績報告の様式を変更してもよいか。

　介護職員の資質向上の支援に関する計画には、具体的にどのような内容が必要か。

　介護職員処遇改善加算に係る、厚生労働大臣が別に定める基準の内容のうち、イ⑹の「労働保険料の納付が適正に行
われていること」について具体的に内容を確認すればよいか。

　実績報告書の提出期限はいつなのか

　キャリアパス及び労働保険納付に関する確認資料は、交付金申請事業所からも改めて提出を求める必要があるか。
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加算・減算 加算・減算適用要件

　加算の算定要件は、賃金改善額が加算による収入額を上回ることであり、加算による収入
額を下回ることは想定されないが、仮に加算による収入額を下回っている場合は、一時金や
賞与として支給されることが望ましい。
　なお、悪質な事例については、加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額返還
となる。（平２４．３版　VOL２６７　問２３７）

　加算の算定要件で実績報告を行うことしており、指定権者が実績報告の提出を求める等
の指導を行っているにも関わらず、実績報告の提出を行わない場合は、加算の算定要件を
満たしていない不正請求として全額返還となる。（平２４．３版　VOL２６７　問２３８）

　加算は、事業所毎に算定をするため事業所毎の届出が原則となるが、介護サービス事業
所等を複数有する介護サービス事業者等（法人である場合に限る。）である場合や介護サー
ビス事業所等ごとの届出が実態に鑑み適当でない場合、介護職員処遇改善計画書は、当
該介護サービス事業者等が一括して作成することができる。また、同一の就業規則により運
営されている場合に、地域ごとや介護サービスごとに作成することができる。（平２４．３版
VOL２６７　問２４０）

　介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の算定には含まない。また、利用者には
通常の介護報酬算出方式に基づき算出した額の1割を請求することになる。（平２４．３版
VOL２６７　問２４２）

　加算の算定に係る事務を滞りなく行うために必要な事務については、他の加算同様に実
施することが必要である。（平２４．３版　VOL２６７　問２４３）

　介護職員処遇改善計画書には、増額若しくは新設した又はする予定である給与の項目の
種類（基本給、手当、賞与又は一時金等）等を記載することとしているが、基本給で実施され
ることが望ましい。（平２４．３版　VOL２６７　問２４５）

　介護職員処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が加算による収入を上回るこ
とであり、事業所（法人）全体での賃金改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対
象としないことは可能である。（平２４．３版　VOL２６７　問２４６）

　通常の介護報酬における単位の計算と同等に、一単位未満の端数を四捨五入し、現行の
他の加算と同様になる。また、利用者負担についても現行の他の加算と同様に、介護職員
処遇改善加算額から保険請求額等を減じた額となる。
※　なお、保険請求額は、１円未満の端数切り捨てにより算定する。
（平２４．３版　VOL２７３　問４１）

　介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数にサービス別の加算率を乗
じて算出する。
その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単位数が区分支給限度基準額
を超えているか否かを確認した上で超えている場合には、超過分と当該超過分に係る加算
は保険給付の対象外となる。（平２４．４版　VOL２８４　問１２）

　これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとし
ても構わない。また、ケアプラン作成時に、ケアマネジャーがどのサービスを区分支給限度
基準額超過とするかについて判断する。（平２４．４版　VOL２８４　問１３）

介護報酬総単位数に含める取扱いとなる。（平２４．４版　VOL２８４　問１７）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　加算は、事業所ごとに算定するため，介護職員処遇改善加算の算定要件である介護職員処遇改善計画書や実績報告
書は，（法人単位ではなく）事業所ごとに提出する必要があるのか。

　実績報告で賃金改善額が加算額を下回った場合、これまでの交付金と同様、返還する必要があるのか。

　期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の当該加算は全額返還となるのか。

　加算算定時に１単位未満の端数が生じた場合、どのように取り扱うのか。また同様に、利用者負担の１円未満はどのよう
に取り扱うのか。

　介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場合、介護職員処遇改善加算はどのように算定するのか。

　複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた場合、どのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとす
るのか。また、それは誰がどのように判断するのか。

　地域密着型サービスの市町村独自加算については、介護従事者処遇改善加算の算定における介護報酬総単位数に含
めてよいか。

　介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額に反映しないとありますが、利用料には反映されるのか。

　介護職員処遇改善加算の算定要件として，介護職員処遇改善計画書や実績報告書を都道府県知事等に提出すること
となっているが，当該要件を満たしていることを証するため，計画書や実績報告書の提出を受けた都道府県知事は，（介
護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「受理通知」は送付しているがそれとは別途に）「受理通知」等を事業所に送付
する必要があるのか。

　交付金事業では、賃金改善は複数の給与項目で実施できたが、加算においても同様の取り扱うのか。一時金で改善して
もよいのか。

交付金事業と同様に、賃金改善は常勤、非常勤等を問わず、また、一部の介護職員を対象としないことは可能か。
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加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

　賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を取得し実施される賃金水
準の改善見込額との差分を用いて算定されるものであり、比較対象となる加算を取得してい
ない場合の賃金水準とは、以下のとおりである。
　なお、加算を取得する月の属する年度の前年度に勤務実績のない介護職員については、
その職員と同職であって、勤続年数等が同等の職員の賃金水準と比較する。
○  平成26年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者等の介護職員の場合、次
のいずれかの賃金水準
・加算を取得する直前の時期の賃金水準（介護職員処遇改善交付金（以下「交付金」とい
う。）を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。）
・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の取得による賃金改善の部分
を除く。)
○  平成26年度以前に加算を取得していない介護サービス事業者等の介護職員の場合　加
算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問３８）

　職場環境等要件を満たすための具体的な事例は、平成27年３月31日に発出された老発
0331第34号の別紙様式２の（３）を参照されたい。
　また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって平成27年４月から実施した賃金改善以外
の処遇改善の取組内容を記載する際に、別紙様式２の（３）の項目について、平成20年10月
から実施した当該取組内容と重複することは差し支えないが、別の取組であることが分かる
ように記載すること。
　例えば、平成20年10月から実施した取組内容として、介護職員の腰痛対策を含む負担軽
減のための介護ロボットを導入し、平成27年4月から実施した取組内容として、同様の目的
でリフト等の介護機器等を導入した場合、別紙様式２の（３）においては、同様に「介護職員
の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットやリフト等の介護機器等導入」にチェック
することになるが、それぞれが別の取組であり、平成27年4月から実施した新しい取組内容
であることから、その他の欄にその旨が分かるように記載すること等が考えられる。（平２７．
２　ＶＯＬ４７１　問３９）
　処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が処遇改善加算による収入を上回るこ
とであり、事業所（法人）全体での賃金改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対
象としないことは可能である。
　ただし、この場合を含め、事業者は、賃金改善の対象者、支払いの時期、要件、賃金改善
額等について、計画書等に明記し、職員に周知すること。
　また、介護職員から加算に係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員につい
ての賃金改善の内容について書面を用いるなど分かりやすく説明すること。（平２７．２　ＶＯ
Ｌ４７１　問４０）

　処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、処遇改善加算の算定額に相当する
賃金改善の実施と併せて、キャリアパス要件や職場環境等要件を満たす必要があるが、当
該取組に要する費用については、算定要件における賃金改善の実施に要する費用に含ま
れない。
　当該取組に要する費用以外であって、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を行う
ための具体的な方法については、労使で適切に話し合った上で決定すること。（平２７．２　Ｖ
ＯＬ４７１　問４２）
　職場環境等要件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を実施した旨を過去に申請し
ていたとしても、あくまでも従来の処遇改善加算を取得するに当たっての申請内容であるこ
とから、今般、新しい処遇改善加算を取得するに当たっては、平成27年４月から実施した処
遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に対して、新たに周知する必要があ
る。
　なお、その取組内容を記載する際に、別紙様式２の（３）の項目の上で、平成20年10月から
実施した当該取組内容と重複することは差し支えないが、別の取組であることが分かるよう
に記載すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４４）

　あくまでも例示を分類したものであり、例示全体を参考とし、選択したキャリアパスに関する
要件と明らかに重複する事項でないものを１つ以上実施すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問
４５）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　処遇改善加算の算定要件である｢処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善｣に関して、下記の取組に要した費用を
賃金改善として計上して差し支えないか。
①　 法人で受講を認めた研修に関する参加費や教材費等について、あらかじめ介護職員の賃金に上乗せして支給するこ
と。
②　研修に関する交通費について、あらかじめ介護職員に賃金に上乗せして支給すること。
③  介護職員の健康診断費用や、外部から講師を招いて研修を実施する際の費用を法人が肩代わりし、当該費用を介護
職員の賃金改善とすること。
　平成26年度以前に従来の処遇改善加算を取得した際、職場環境等要件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を
実施した旨を申請していた場合、今般、新しい処遇改善加算を取得するに当たって、平成27年４月から実施した処遇改善
（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に対して、新たに周知する必要があるのか。

　職場環境等要件について、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」といったカテゴリー別に例示が挙げられ
ているが、処遇改善加算を取得するに当たっては、各カテゴリーにおいて１つ以上の取組を実施する必要があるのか。

　事業者が加算の算定額に相当する介護職員の賃金改善を実施する際、賃金改善の基準点はいつなのか。

　職場環境等要件（旧定量的要件）で求められる「賃金改善以外の処遇改善への取組」とは、具体的にどのようなものか。
　また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって、平成27年4月以前から継続して実施している処遇改善の内容を強化・
充実した場合は、算定要件を満たしたものと取り扱ってよいか。
　更に、過去に実施した賃金改善以外の処遇改善の取組と、成27年4月以降に実施した賃金改善以外の取組は、届出書
の中でどのように判別するのか。

　一時金で処遇改善を行う場合、「一時金支給日まで在籍している者のみに支給する（支給日前に退職した者には全く支
払われない）」という取扱いは可能か。
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加算・減算名
実
施

体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

　賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を取得し実施される賃金水
準の改善見込額との差分を用いて算定されるものであり、比較対象となる加算を取得してい
ない場合の賃金水準とは、 平成26年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者等
の介護職員の場合、次のいずれかの賃金水準としている。
・加算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取得していた場合は、交付金による賃
金改善の部分を除く。）
・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の取得による賃金改善の部分
を除く。)
　したがって、比較対象となる加算を取得していない場合の賃金水準と比較して、賃金改善
が行われていることが算定要件として必要なものであり、賃金改善の方法の一つとして、当
該賃金改善分に、過去に自主的に実施した賃金改善分や、定期昇給等による賃金改善分
を含むことはできる。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４７）

　賃金改善に係る比較時点に関して、加算を取得していない場合の賃金水準とは、平成26
年度以前に処遇改善加算を取得していた場合、以下のいずれかの賃金水準となる。
・処遇改善加算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取得していた場合は、交付金
による賃金改善の部分を除く。）
・処遇改善加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の取得による賃金改
善の部分を除く。)
　平成26年度以前に処遇改善加算を取得していない場合は、処遇改善加算を取得する月の
属する年度の前年度の賃金水準となる。
　また、事務の簡素化の観点から、平成27年３月31日に発出された老発0331第34号の２(３)
①ロのただし書きによる簡素な計算方法により処遇改善加算（Ⅰ）を取得する場合の「加算
を取得していない場合の賃金の総額」は、処遇改善加算（Ⅰ）を初めて取得する月の属する
年度の前年度の賃金の総額であって、従来の処遇改善加算（Ⅰ）を取得し実施された賃金
の総額となる。
　このため、例えば、従来の処遇改善加算（Ⅰ）を取得していた場合であって、平成27年度に
処遇改善加算（Ⅰ）を初めて取得し、上記のような簡素な計算方法によって、平成28年度も
引き続き処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たっての「加算を取得していない場合の賃金の
総額」の時点は、平成26年度の賃金の総額となる。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４８）

　介護職員であれば派遣労働者であっても、処遇改善加算の対象とすることは可能であり、
賃金改善を行う方法等について派遣元と相談した上で、介護職員処遇改善計画書や介護
職員処遇改善実績報告書について、対象とする派遣労働者を含めて作成すること。（平２
７．２　ＶＯＬ４７１　問４９）

　新規事業所・施設についても、加算の取得は可能である。この場合において、介護職員処
遇改善計画書には、処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準からの賃金改善額
や、賃金改善を行う方法等について明確にすることが必要である。
　なお、方法は就業規則、雇用契約書等に記載する方法が考えられる。（平２７．２　ＶＯＬ４７
１　問５０）

　介護職員処遇改善加算を算定しようとする事業所が前年度も加算を算定している場合、介
護職員処遇改善計画書は毎年提出する必要があるが、既に提出された計画書添付書類に
ついては、その内容に変更（加算取得に影響のない軽微な変更を含む）がない場合は、その
提出を省略させることができる。（平２７．２　VOL４７１　問５１）

　介護給付費算定に係る体制状況一覧については、その内容に変更がある場合は届出が
必要になるが、各自治体の判断において対応が可能であれば、届出書は不要として差し支
えない。（平２７．２版　ＶＯＬ４７１　問５２）

　前年度に処遇改善加算を算定している場合であって、既に提出された計画書添付書類に
関する事項に変更がない場合は、各自治体の判断により、その提出を省略して差し支えな
い。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５５）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　今般、処遇改善加算を新しく取得するに当たって、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善分について、以下の内
容を充てることを労使で合意した場合、算定要件にある当該賃金改善分とすることは差し支えないか。
①　過去に自主的に実施した賃金改善分
②  通常の定期昇給等によって実施された賃金改善分

　平成27年度以降に処遇改善加算を取得するに当たって、賃金改善の見込額を算定するために必要な「加算を取得して
いない場合の賃金の総額」の時点については、どのような取扱いとなるのか。

　介護職員が派遣労働者の場合であっても、処遇改善加算の対象となるのか。

　平成27年度から新たに介護サービス事業所・施設を開設する場合も処遇改善加算の取得は可能か。

　介護職員処遇改善加算の届出は毎年必要か。平成２７年度に加算を算定しており、平成２８年度にも加算を算定する場
合、再度届け出る必要があるのか。

　従来の処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）については、改正後には処遇改善加算（Ⅱ）～（Ⅳ）となるが、既存の届出内容に変更
点がない場合であっても、介護給付費算定に係る介護給付費算定等体制届出書の提出は必須か。

　処遇改善加算に係る届出において、平成26年度まで処遇改善加算を取得していた事業所については、一部添付書類
（就業規則等）の省略を行ってよいか。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(31/37)



加算・減算名
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体
制

加算・減算 加算・減算適用要件

　処遇改善加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目を引き上げた場合であって
も、事業の継続を図るために、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合について
は、特別事情届出書を届け出る必要がある。
なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合に
は、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要がある。
　また、その際の特別事情届出書は、以下の内容が把握可能となっている必要がある。
・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による収支
に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわ
たって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等
の必要な手続きを行った旨
（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５６）

　処遇改善加算は、平成27年３月31日に発出された老発0331第34号の２（２）②の賃金改善
に係る比較時点の考え方や、２（３）①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の
考え方に基づき、各事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水
準」と比較し、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善の実施を求めるものであり、当該
賃金改善が実施されない場合は、特別事情届出書の提出が必要である。（平２７．２　ＶＯＬ
４７１　問５７）

一部の職員の賃金水準を引き下げた場合であっても、事業所・施設の介護職員全体の賃金
水準が低下していない場合は、特別事情届出書を提出する必要はない。
　　ただし、事業者は一部の職員の賃金水準を引き下げた合理的な理由について労働者に
しっかりと説明した上で、適切に労使合意を得ること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５８）

　事業の継続を図るために特別事情届出書を提出した場合を除き、賃金水準を低下させて
はならないため、業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金
が引き下げられた場合、特別事情届出書の提出が必要である。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５
９）
　特別事情届出書による取扱いについては、事業の継続を図るために認められた例外的な
取扱いであることから、事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理
由で、介護職員の賃金水準を引き下げることはできない。
　　また、特別事情届出書による取扱いの可否については、介護報酬改定のみをもって一律
に判断されるものではなく、法人の経営が悪化していること等の以下の内容が適切に把握
可能となっている必要がある。
・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による収支
に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわ
たって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必
要な手続きを行った旨（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問６０）

　特別事情届出書を届け出ることにより、事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準
（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行うことが可能であるが、介
護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能
な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要があることから、本取扱
いについては、あくまでも一時的な対応といった位置付けのものである。
したがって、新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出
するものではなく、特別な事情により介護職員処遇改善計画書に規定した賃金改善を実施
することが困難と判明した、又はその蓋然性が高いと見込まれた時点で、当該届出書を提
出すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問６１）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由や、介護報酬改定の影響のみを理由として、特別
事情届出書を届け出ることが可能か。

　新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出し、事業の継続を図るために、介護職員の
賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う予定であっても、当該加算の取得は可能な
のか。

　基本給は改善しているが、賞与を引き下げることで、あらかじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員の賃金が引き下
げられた場合の取扱いはどうなるのか。その際には、どのような資料の提出が必要となるのか。

　賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合であっても、加算の算定額以上の賃金改善が実施されていれば、特別
事情届出書は提出しなくてもよいのか。

　一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃金水準を引き上げた結果、事業所・施設の介護職員全体の賃
金水準は低下していない場合、特別事情届出書の提出はしなくてよいか。

　法人の業績不振に伴い業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場
合、特別事情届出書の提出は必要なのか。
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　平成27年３月31日に発出された老発0331第34号の２（２）②の賃金改善に係る比較時点の
考え方や、２（３）①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、各
事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準」と比較するこ
と。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問６２）

① 前年度の賃金の総額（基準額１、２）について職員構成や賃金改善実施期間等が変わる
ことにより、修正が必要となった場合
当該年度において、勤続年数が長い職員が退職し、職員を新規採用したこと等により、前年
度と職員構成等が変わった場合や賃金改善実施期間が処遇改善計画書策定時点と変わっ
た場合等に、処遇改善計画書に記載した前年度の賃金の総額が、②と比較するに当たって
の基準額として適切ではなくなる場合がある。通常は、処遇改善計画書の変更の届出を行
い、基準額１、２の額を推計することにより修正することとなるが、この場合は、実績報告書
の提出時において、変更前後の基準額と合理的な変更理由を説明することで差し支えな
い。（令和２年度実績報告書においては、説明方法は問わないが、令和３年度においては、
「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに
事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16 日老発0316 第４号）でお示しし
た実績報告書（様式３－１）の「⑥その他」に記載されたい。）なお、これは、基準額３につい
ても同様であるとともに、推計方法は、令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令
和３年３月19 日）問22 を参考にされたい。
② 処遇改善加算又は特定加算による賃金改善を含めた当該年度の賃金の総額について
経営状況等が変わった場合
サービス利用者数の減少などにより経営が悪化し、一定期間収支が赤字である、資金繰り
に支障が生じる等の状況により、賃金水準を引き下げざるを得ない場合は、特別事情届出
書を届け出ることで、計画書策定時点と比較し「加算の算定により賃金改善を行った賃金の
総額」が減少し、実績報告書において賃金改善所要額が加算総額を下回ることも差し支えな
い。なお、賃金水準を引き下げた要因である特別な状況が改善した場合には、平成27 年度
介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成27 年４月30 日）問56 のとおり、可能な限り速や
かに賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要があること。
　（令和３年度　VOL993　問１）
記載に当たっては、原則として、各グループに実際の配分された額の記載を求めているが、
処遇改善加算について、経験・技能のある介護職員（Ａ）と他の介護職員（Ｂ）で区別せず配
分しており、この内訳が詳細に把握できない場合には、（Ａ）（Ｂ）間の人数比等により推計し
記載することも可能であること。 なお、特定加算を算定していない事業所については、別紙
様式３－２の処遇改善加算のグループ別内訳の欄の記載は不要である。　（令和３年度
VOL993　問２）

原則、特定加算による賃金改善分について配分ルールを満たしていることが必要。そのた
め、特定加算の配分ルールを計算する際は、別紙様式３－１において賃金改善所要額に独
自の改善額を含めず、特定加算のみによる賃金改善額を記載することが可能であり、別紙
様式３－２においては、
－ 本年度の賃金の総額の欄に、独自の賃金改善額を控除した額を記載するか
－ 本年度の加算の総額の欄に、独自の賃金改善額を含む額を記載することが可能。
なお、別紙様式３－１において賃金改善所要額に独自の改善を含んだ額を記載することを
妨げるものではない。また、処遇改善計画書の作成時においては、特定加算の平均の賃金
改善額の配分ルールを満たしており、事業所としても適切な配分を予定していたものの、職
員の急な退職や独自の賃金改善の実施等によりやむを得ず、各グループに対して計画書通
りの賃金改善を行うことができなくなった結果、配分ルールを満たすことができなかった場合
については、令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月19 日）問24 も
参照されたい。（令和３年度　VOL993　問３）

介護職員処遇改善加算
Q&A

　特別事情届出書を提出し、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う場
合、賃金水準の引下げに当たっての比較時点はいつになるのか。

独自の賃金改善を実施した事業所において、実績報告書別紙様式３－１及び３－２における賃金改善所要額、グループご
との平均賃金改善額等について、独自の賃金改善についてどのような記載すればよいか。

処遇改善計画書及び実績報告書において基準額１、２（前年度の（介護職員の）賃金の総額）及び基準額３（グループ別の
前年度の平均賃金額）の欄が設けられているが、実績報告書の提出時において、基準額１、２及び３に変更の必要が生じ
た場合について、どのように対応すればよいか。

実績報告書別紙様式３－２において、処遇改善加算の「本年度の加算の総額」のグ
ループ別内訳を記載することとされているが、どのような記載が可能か。
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介護職員処遇改善加算
Q&A

実績報告書において、事業所ごとの賃金改善実施期間において支払われた賃金の総額及
び加算の総額を記載することが可能である。 事業所毎の状況を記載するに当たり、例え
ば、賃金改善実施期間については、合理的な理由がある場合に変更することも可能であり、
令和２年度は令和２年７月～令和３年６月を賃金改善実施期間として設定していた事業者
が、令和３年度から令和３年４月～令和４年３月に変更しようとする場合、令和２年度の処遇
改善計画書の賃金改善実施期間を変更する届出を行い、令和２年７月～令和３年３月の
９ヵ月に短縮することも考えられること。なお、計算方法としては、例えば以下の方法が想定
されること。- 基準額１・２については、原則として、「加算を取得する前年の１月から12 月ま
での12 か月間の（介護職員の）賃金の総額」を記入することとしているが、この場合、「加算
を取得する前年の１月から12 月までの12 か月間の（介護職員の）賃金の総額」から12 を除
して、変更した期間（上記の場合は９か月間）の月数を掛けて得られた額を記載することと
し、- 処遇改善計画書別紙様式２－１の（１）④ⅱ）(イ)及び(ウ)、（２）⑥ⅱ）(イ) 及び(ウ)につ
いては、原則として、都道府県国民健康保険団体連合会から通知される「介護職員処遇改
善加算等総額のお知らせ」に基づき記載することとしているが、この場合、12 か月間の加算
の総額から12 を除して、変更した期間（上記の場合は９か月間）の月数を掛けて得られた額
を記載することとする。　（令和３年度　VOL993　問４）

介護職員等特定処遇改
善加算（Ⅰ）

○
加
算

２７／１０００

介護職員等特定処遇改
善加算（Ⅱ）

○
加
算

２３／１０００

実績報告書別紙様式３－１及び３－２に記載する本年度の賃金の総額及び本年度の加算の総額について、賃金改善実
施期間を４月から翌年３月までの期間以外で設定している事業所においては、事業所ごとの賃金改善実施期間において
支払われた賃金の総額及び加算の総額を記載することが可能か。また、法人で一括して処遇改善計画書及び実績報告
書を作成している法人において、事業所ごとに賃金改善実施期間が異なる場合等、賃金改善実施期間を変更することは
可能か。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉
施設が、入所者に対し、指定介護福祉施設サービスを行った場合
　ただし、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を算定している場合においては、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）は算定しない。

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号８８の２イ＞
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る
賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
㈠経験・技能のある介護職員のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること。ただし、介護職員等特
定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでないこと。
㈡　㈡指定介護老人福祉施設における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費
用の見込額の平均を上回っていること。
㈢介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。
ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。
㈣介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らないこと。
⑵当該指定介護老人福祉施設において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特
定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。
⑶ 介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該施設の職員
の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について都道府県知事に届け出ること。
⑷ 当該指定介護老人福祉施設において、事業年度ごとに当該施設の職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。
⑸ 指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスの注５の日常生活継続支援加算若しくは又は介福祉施設サービスにおけるサービス提供体制強化加算若しくは
のいずれかを届け出ていること
⑹ 介護福祉サービスにおける介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。
⑺ ⑵の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全
ての職員に周知していること。
⑻⑺の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。

　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉
施設が、入所者に対し、指定介護福祉施設サービスを行った場合
　ただし、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を算定している場合においては、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）は算定しない。

＜平成２７年度厚生労働省告示第９５号８８の２ロ＞
イ⑴から⑷まで及び⑹から⑻までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
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　特定加算について、 事業所内でのより柔軟な配分を可能とする観点から、平均賃金改善
額について、「経験・技能のある介護職員」は、「その他の介護職員」と比較し、「２倍以上」か
ら「より高くする」ことに見直すものである。これに伴い、配分ルールの見直しを行う場合は、
労使でよく話し合いの上、設定されたい。なお、 「月額８万円の改善又は改善後の賃金が年
額440万円以上」の者は、引き続き設定する必要があることに留意されたい。（令３．３　ＶＯＬ
９４１　問１６）

　事業所毎に、「経験・技能のある介護職員」のグループを設定することが必要であるが、介
護職員の定着が進み、勤続年数が長くなったこと等により、当該事業所で働く介護職員全て
が、「経験・技能のある介護職員」であると認められる場合には、「経験・技能のある介護職
員」と「その他の職種」のみの設定となることも想定される。
　この場合における配分ルールに ついては、当該事業所における「経験・技能のある介護職
員」の平均賃金改善額 が、「その他の職種」の平均賃金改善額の ２倍 より 高いことが必要
である。（令３．３　ＶＯＬ９４１　問１７）

　特定加算については、介護職員の処遇改善という趣旨を損なわない程度で、介護職以外
の職員も一定程度処遇改善を可能とする柔軟な運用を認めることとしており、この具体的な
配分方法として、 他の介護職員の平均賃金改善額については、その他の職種の平 均賃金
改善額の２倍以上となることを 求めている。
　ただし、その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の平均賃金額を上回らない場合にお
いては、柔軟な取扱いを認め、両グループの平均賃金改善額が等しくなる（１：１）までの改
善を可能とするものである。なお、その他の職種全体では他の介護職員の平均賃金額を上
回る 場合であっても、その他の職種のうち、 他の 介護職員の平均賃金額を上回らない職
種について は 、当該職種に限り 、 他の介護職員と平均賃金改善額が等しくなるまでの改
善を行うことも可能である。
（令３．３　ＶＯＬ９４１　問１８）
※2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和元年７月23日）問11は削除する。

　事業所において 、介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合事業を一体的に
行っており、同一の就業規則等が適用される等労務管理が同一と考えられる場合は、法人
単位の取扱いを適用するのではなく、同一事業所とみなし、
－月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者を１人以上設定すること
－配分ルールを適用すること
により、特定加算の算定が可能である。なお、 介護給付のサービスと予防給付のサー ビス
（通所リハビリテーションと予防通所リハビリテーションなど）についても同様である。また、
特別養護老人ホーム等 と併設されている又は空所利用型である短期入所生活介護、介護
老人保健施設等と短期入所療養介護 についても、同様に判断することが可能であるととも
に、これらについては、介護老人福祉施設又は介護老人保健施設等が特定 加算を算定し
ている場合において 、 短期入所生活介護等 においても、同じ加算区分を算定することが可
能である。 （短期入所生活介護等において特定加算（Ⅰ）を算定する場合は、体制等状況一
覧表における「併設本体施設における介護職員等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況」（あり
／なし）の欄について、「あり」と届け出ること。）（令３．３　ＶＯＬ９４１　問１９）

　介護職員等特定処遇改善加算における職場環境等要件については、「入職促進に向けた
取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、
「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性向上のための業務改善の推進」及び「やりがい・働
きがいの醸成」について、それぞれ１つ以上（令和３年度は、６つの区分から３つの区分を選
択し、選択した区分でそれぞれ１つ以上）の取組を行うことが必要である。
職場環境等要件については、 令和３年度改定において、計画期間における 取組 の実施
が求められる こととされたが 、 これは 毎年度 新たな取組を行うことまで求めるものではな
く、前年度と同様の取組を当該年度に行うことで、当該要件を満たすことも可能であること 。
（令３．３　ＶＯＬ９４１　問２０）※2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成31年４
月12日）問２は削除する。

介護職員処遇改善加
算・介護職員等特定処
遇改善加算 Q&A

　特定加算の介護職員間の平均の賃金改善額の配分ルールが見直されたとのことであるが、具体的な取扱いはどのよう
に なるのか 。

　事業所内での配分方法を決めるにあたり、「他の介護職員」を設定せず、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職
種」のみの設定となることは想定されるのか。

　事業所における配分方法における「ただし、その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の賃金改善額を上回らない場
合等はこの限りでないこと。」とは、どのような意
味か。

　介護給付 のサービスと介護予防・日常生活支援総合事業を一体的に運営している場 合であっても、月額８万円の改善
又は年収 440 万円となる者を２人設定する必要があるの か。 また 、 その場合の配分ルール（グループ間の平均賃金改
善額 １：１： 0.5はどのような 取扱いとなるのか。

　職場環境等要件について、届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善の内容を全ての職員に周知していることとあ
るが、毎年度新たな取組を行わなければならないのか。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(35/37)
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　当該要件については、処遇改善加算及び特定加算の取得状況や、賃金以外の処遇改善
に関する具体的な取組内容に関する公表を想定しているため、令和３年度においては要件
としては求めず、令和４年度からの要件とする予定。
（令３．３　ＶＯＬ９４１　問２１）

　賃金改善の見込額と 前年度の介護職員の賃金の総額との比較については、改善加算及
び特定加算による収入額を上回る賃金改善が行われていること を確認する ために行うもの
であり、 勤続年数が長い職員が退職し、職員を新規採用したことにより、 前年度の介護職
員の賃金の総額 が基準額 とし て適切でない場合は、「これにより難い合理的な理由がある
場合」に 該当するものである。
　このような場合の推計方法について 、例えば、 前年度の介護職員の賃金の総額 は、
－退職者については、その者と同職であって 勤務年数等が同等の職員が 、前年度在籍し
ていなかったものと仮定した場合における 賃金 総額を推定する
－新規採用職員については 、その者と同職であって勤務年数等が同等の職員が、前年度
在籍したものと仮定した場合における賃金総額を推定する
等が想定される。
具体的には、
－勤続10年の者が前年度10人働いていたが、前年度末に５人退職し
－勤続１年目の者を今年度当初に５人採用した場合には、仮に、勤続年数が同一の者が全
て同職であった場合、
前年度、
－勤続10年の者は５人在籍しており 、
－勤続１年の者は 15 人在籍していたものとして、
賃金総額を推計することが想定される。（令３．３版　ＶＯＬ９４１　問２２）

　2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol１））（平成31年４月13日）問13のとおり、平均賃
金額の計算における母集団には、賃金改善を行う職員に加え、賃金改善を行わない職員も
含めることとしており、年額 440 万円を上回る職員も、「前年度の一月当たりの常勤換算職
員数」に含めることとなる。（令３．３版　ＶＯＬ９４１　問２３）

　職員の退職等のやむを得ない事情により、配分ルールを満たすことが困難になった場合
は 、実績報告 にあたり、 合理的な理由を求めることとすること。（令和２年度実績報告書に
おいては、申出方法は問わないが、令和３年度においては、「介護職員処遇改善加算及び
介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の
提示について」 令和３年３月16日老発0316第４号でお示しした実績報告書（様式３－１の
「⑥その他」に記載されたい 。
　なお、その場合でも 、特定加算による収入額を上回る賃金改善が必要である。
（令３．３版　ＶＯＬ９４１　問２４）
　入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算における喀痰吸引を必要とする利用者の
割合に関する要件に加え、日常生活継続支援加算の新規入所者の要介護度や認知症日常
生活自立度に係る要件が含まれるものである。（令３．３版　ＶＯＬ９４１　問２５）

　介護職員の腰痛予防対策の観点か ら、「職場における腰痛予防対策指針」（平成25年６月
18日付基発 0618 第３号「職場における腰痛予防対策の推進について」参考２ 別添を公表
しており参考にされたい。（令３．３　ＶＯＬ９５２　問１２７）

介護職員処遇改善加
算・介護職員等特定処
遇改善加算 Q&A

　介護福祉士の配置等要件について、喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入
居 生活継続支援加算や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継続した場合には、変更の
届出を行うことと
されているが、 喀痰吸引を必要とする利用者の割合 以外にどの要件が認められるのか。

　職場環境等要件に基づく取組として「介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト
等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施」が設けられたが、 新たに取組みを行うにあたり参考に できるも
のはあるか。

　見える化要件について、 令和３年度は算定要件と されないとあるが、令和３年度においては特定加算に基づく取組を公
表する必要はないのか。

　2019年度介護報酬 改定 に関するＱ＆Ａ（ vol.4 ））（令和２年３月30 日） 問４ において 、 「これにより難い合理的な理由
がある場合」の例示及び推計方法 例 が 示されているが、 勤続年数が長い職員が退職し、勤続年数の短い職員を採用し
た場合等は、これに該当するのか。またどのように推計するのか。

　処遇改善計画書において「その他の職種（ C ）には、賃金改善前の賃金が既に年額440 万円を上回る職員の賃金を含
まないこと。」との記載があるが、 年額 440万円を上回る職員は 「前年度の一月当たりの常勤換算職員数」についてどの
ように取り扱うのか。

　処遇改善計画書 の作成時においては 、特定加算 の平均の賃金改善額の配分ルール
を満たしており、事業所としても適切な配分を予定していたものの、 職員の急な退職等によりやむを得ず、 各グループに
対して計画書通りの賃金改善を行うことができなくなった結果、配分ルールを満たすことができなかった場合、どのような
取扱いとすべきか

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(36/37)
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介護職員等ベースアッ
プ等支援加算

○
加
算

１６／１０００

貴見のとおり。
介護職員等ベースアップ等支援加算の取扱いについては、 介護職員処遇改善支援補助金
に関するＱ＆Ａ v ol. １～４）を参照すること。（令和５年度　VOL1　問１）

介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベア加算」という。）については、加算額以上の
賃金改善の実施に加えて、 厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働大臣告示第
95 号）において、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて、賃金改善に要する費用
の額の三分の二以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当（以下「ベースアップ等」と
いう。）に充てる賃金改善計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じることを要件と
している。このため、加算額 以上の 賃金改善を実施しているものの、 利用者数の増加等に
よりベア加算の加算額が賃金改善計画で想定していた額を上回り、ベースアップ等 による
賃金改善額が 、全体の 賃金改善額の三分の二以上にな らなかった場合には、速やかに
賃金規程を改定しベースアップ等の増額を図るべきであり、こうした措置が図られなかった
場合、原則として、ベア加算の要件を満たさ ないため 、 加算額の 全額返還が必要と考えら
れる。ただし、賃金改善期間の終盤に、予見できない事情でベア加算の加算額が賃金改善
計画書で想定していた額を上回り、賃金規程の改定によるベースアップ等の増額が間に合
わなかったなど、合理的な事情が認められる場合は、この限りではない。この場合、翌年度
以降、同様の事態が生じないよう、賃金改善計画を立てる段階で、ベースアップ等による賃
金改善見込額が、全体の賃金改善見込額の三分の二を大きく超えるよう設定することが適
当である。なお、いずれの場合であっても、加算額以上の賃金改善が実施されることは必要
である。（令和５年度　VOL2　問１）

介護職員等ベースアッ
プ等支援加算 Q&A

　介護職員等ベースアップ等支援加算 の取扱いは介護職員処遇改善 支援 補助金の 取扱いに倣えばよいか 。

　介護職員等ベースアップ等支援加算について、加算額 以上の 賃金改善を実施しているものの、結果として、基本給又
は決まって毎月支払われる手当による賃金改善額が、全体の賃金改善額の三分の二以上にならなかった場合、加算額を
返還させる必要はあるか。

厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届出た指定訪問介護事業所が、
利用者に対し、指定訪問介護を行った場合。
＜平成２７年厚生労働省告示第９５号４の３＞
イ　介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額を上回り、かつ、介護職員及びその他の職員の
それぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の三分の二以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措
置を講じていること。
ホ　訪問介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。

（適用要件一覧） 607 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費(37/37)


